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第１章 調査背景・目的 
 

1.1. 世界の航空機産業の現状とサプライチェーンの課題 

1.1.1 世界の航空機サプライチェーンの現状 
世界の航空機産業におけるサプライチェーンの現状は、新興国エアラインによる
大量発注の加速によって需給バランスが根本的に変容していることが特徴であ
る。新興国では経済成長や中間層の拡大に伴い航空輸送需要が急伸し、フリート
更新および増機に向けた発注が急速に積み上がっている。その結果、機体OEMに
おいては、長期にわたり納入機数が受注機数を大幅に下回る構造が続き、受注残
は近年増加傾向にあり、過去と比較しても高水準にあると考えられる。こうした
需給逼迫はOEMに生産レートの引き上げを強く促す要因となっているが、ロシ
ア・ウクライナ情勢に代表される地政学リスクの高まりや、特定部材に対するサ
プライチェーンの脆弱性、国際物流の混乱などが生産能力の拡大を阻む主要因と
なっている。また、サプライチェーン全体で熟練人材不足が深刻化していること
も、生産能力の迅速な増強を困難にしている。 
したがって、世界の航空機産業は需要拡大局面にありながら、供給能力の制約に
起因する構造的ボトルネックを抱えており、OEMおよびサプライヤー各層におい
て、供給網の多元化・生産拠点の地理的分散化、労働力確保、ならびにリスク耐
性向上に向けた抜本的な取り組みが求められている。 

 
直近の新興国のエアラインの発注状況 

 
豊田通商作成 
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近年、欧米航空機メーカーおよびTier1企業は、アジア諸国1への進出を加速させて
いる。その背景には、航空機産業において特有の取引慣行の存在がある。すなわ
ち、エアラインが航空機を購入する際、自国における航空機製造・整備産業の育
成や設備投資を条件とする仕組みが一般化しており、これがOEMおよび主要サプ
ライヤーによる現地拠点設置を促す大きな要因となっている。加えて、世界的な
航空機需要の増加に伴い、既存サプライチェーンは逼迫状態にあり、欧米OEMは
供給能力の強化とリスク分散を目的として、新興国を中心とするアジア諸国に新
たな供給網を構築する必要性を高めている。 
 
こうした状況下、Airbus・Boeingをはじめとする完成機メーカー、さらには
Collins、Safran、Honeywellといった欧米Tier1企業は、現地企業との合弁や製造
拠点の新設、MRO施設の拡充など多様な形態で現地進出を進めている。この動向
は、アジア諸国が将来の最大需要地域として認識されていることに加え、労働
力・コスト競争力・政策インセンティブの面で同地域が優位性を持つことにも起
因する。結果として、アジア諸国は単なる需要市場から、生産・整備を含む戦略
的供給拠点へと急速に位置づけを変えつつある。 
 

 

 
1   ASEAN 諸国＋中国、インドを指す 
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欧米企業のアジア諸国における拠点進出

 
出典：2024 年経済産業省「航空機産業及びその周辺産業における中小企業のあるべき姿と政策の方向性調査」 

 

1.1.2 アジア諸国サプライチェーンの課題 
アジア諸国における航空機サプライチェーンの構築において、一部の地場サプラ
イヤーにおいては、複数工程の統合に関する能力向上の余地が見られる。航空機
産業は多数の部品から成る複雑な産業構造を有し、OEMやTier1企業のみでは部
品供給網を完結できず、地域内の中小企業による多段階の製造プロセスの担い手
が不可欠である。しかしアジア諸国においては、単工程のみを担当できる企業が
多数を占め、複数工程を束ねて生産プロセスを統合する中核サプライヤーが成熟
していない。このため、部品製造の裾野は広いものの、工程間の連携・統合が不
十分であり、域内での一貫したサプライチェーンの確立が困難な状況にある。 
 
その結果、アジア諸国では依然として欧米や他地域からの部品輸入への依存度が
高く、輸送コストや、CO₂排出量の増大といった環境負荷の問題も顕在化してい
る。本来、脱炭素要求の高まりを受け、地域内での調達・生産体制の構築が推奨
されるものの、インテグレーション能力を有する企業が不足しているため、域内
調達率向上は限定的である。この構造的課題は、サプライチェーン全体の柔軟
性・安定性を阻害するだけでなく、航空機産業の高度化に不可欠な工程集約や品
質保証体制の構築を困難にしている。以上から、アジア諸国における航空産業の
競争力強化には、地場企業の多工程対応力の向上と、工程統合を担う中核サプラ
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イヤーの育成が不可欠である。 
 

1.2. 我が国の航空機サプライチェーンの強みと課題 

  1.2.1 本邦サプライチェーンの強み 
 日本の航空機サプライチェーンは、Boeing の双通路機プログラムに長年参画し    
てきた歴史を背景に、国際共同開発を通じて高度に発展してきた。特に、三菱重
工業（MHI）、川崎重工業（KHI）、SUBARU といった国内重工メーカーは
Tier1 として中核的役割を担い、主要構造部品の開発・製造に深く関与してい
る。経済産業省が2024年7月発表の「「航空機産業戦略」と今後の政策の方向
性」によれば、Boeing 各機種における日本の参画比率は、B767で16％、B777で
21％、B787では35％に達し、日本企業がグローバル生産に不可欠な地位を占めて
きた。また、国内 Tier1 を頂点とする裾野の広いサプライチェーンが形成され特
殊工程を担う中小企業群も国際的競争力を獲得している点は、日本製造業の特徴
である。 

 
近年は、世界的な価格競争や需給逼迫に対応すべく、国内サプライチェーンの構
造改革も進展している。従来の単工程ごとに企業が分断される「のこぎり型」構
造から脱却し、Tier2企業が複数の地場企業を束ねて多工程を一貫して受注する体
制が広まりつつある。このような中核企業は、工程統合を通じて QCD（品質・
コスト・納期）管理の高度化を実現し、Tier1向けにコンポーネント単位で高付加
価値部品を供給できる体制を整えつつある。下図に示すようなこの構造転換は、
国内生産基盤の強靭化に寄与するだけでなく、グローバルサプライチェーンの変
動に対する柔軟性を高め、日本企業の国際競争力強化に資する重要な動きといえ
る。 

 

   
     
 
   1.2.2 本邦サプライチェーンの課題 
   本邦サプライチェーンは単通路機市場（ボリュームゾーン）への参画比率が低 

く、航空機産業成長の機会の損失の可能性を含んでいる。 
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新型コロナウイルス禍およびBoeingの品質問題（特に2020年以降のB787に関す
る品質問題）は、同社の双通路機向けを中心に参画してきた我が国サプライヤ
ーの収益・資金繰りに深刻な影響を与え、単一プログラム依存の脆弱性を顕在
化させた。このため、Boeingの双通路機サプライチェーンに限定されない多角
化、とりわけ機種・地域・顧客の分散が急務となる。 
 
他方、アジア諸国では単通路機（100～200席未満）を中心とする需要拡大を背
景に、OEMおよび欧米Tier1の現地進出が加速しており、日本の航空機サプラ
イヤーに対しても、現地に根差した中核機能（工程統合、品質保証、サプライ
ヤー管理）を担うことへの強い要請が寄せられている。 
もっとも、近年は中国・韓国のサプライヤーが国産機開発やBoeing・Airbus機
種への製造参画を通じて能力を急伸させており、アジア諸国内での競争環境は
一段と厳格化している。 
 
仮に日本企業日本企業がBoeing双通路機プログラムへの関与にとどまり続ける
ならば、アジア諸国サプライチェーンの「ミッシング・ピース」を日本の競合
国が先行的に補完し、欧米OEMとの関係を強化する可能性が高い。その結果、
当面の単通路機の増産局面はもとより、2035年頃の市場投入が想定される次期
単通路機への参画機会も限定され、世界需要拡大の果実を十分に享受できない
恐れがある。 
 
かかるリスク認識の下、経済産業省が 2024 年策定 2「航空機産業戦略」�は、
OEM が開発検討する次世代単通路機への参画に向け、需要地たるアジア諸国
サプライチェーンへの主体的関与を提言している。総じて、日本企業は、現地
化・工程統合機能の確立、品質・認証基盤の高度化、人材育成と調達網の複線
化を通じて、単通路機を中心とするアジア諸国市場での中核的プレゼンスを早
期に確保することが肝要である。 

1.3. マレーシアにおける航空機産業の現状 

マレーシアは、航空機産業の育成を国家戦略として位置づけており、欧米大手航空機
メーカーも部品の製造拠点として進出をしている。 
 

 
2 2024 年策定の「航空機産業戦略」は、次世代単通路機への参画に向けて需要地であるアジア諸国サプライチェーン
への参画を提言している。 
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近隣国と比較しても以下に整理する通り、特にものづくり分野において航空機サプラ
イチェーン構築のポテンシャルを有しており、我が国とシナジーも高く、日本・マレ
ーシアの政府間でも覚書を締結している事もあり、本事業はマレーシアにおけるマス
タープラン策定を行う。 
 
  1.3.1 マレーシア政府の動向 
   マレーシアは、航空分野に特化した「Malaysian Aerospace Industry Blueprint 

2030」を政策として定め、下図に示されている通り2030年までに東南アジアNo,1
の航空宇宙産業国を目指している。 

   
  ・2015年、国際貿易産業省に専門組織NAICO（National Aerospace Industry 

Coordinating Office）が設立、2023年国際貿易産業省の関係機関として独立。 
・本政策は、NAICOが主体となり、投資の誘致やサプライチェーンのエコシステ

ムの構築、航空宇宙人材の教育の拡充等を通じて、2030年までに東南アジア
No,1の航空宇宙産業国になることを目指す。 

   

 
出典：MATRADE「Malaysia Soars Above And Beyond To Accelerate The Growth Of The Aerospace Sector In SEA」 
 

  デジタルツイン技術等を活用した人材育成研究開発を強化 
  2023年にNAICOの内部組織として、MyAeroが設立。エコシステム開発、研究と

技術に加えて重点専門人材の育成にも力を入れている。 
 
  2022年に日本と航空機産業協力の覚書を締結 
  ・2022年5月に、萩生田元経済産業大臣及びマレーシア・アズミン前上級大臣兼

国際貿易産業大臣は、両国首脳立会いの下で、「航空機産業に係る協力に関す
る覚書」（MOC）を締結した。同MOCには、以下の内容が含まれている： 
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日本の主に中小サプライヤーの現地進出や、マレーシア地場企業・欧米企業と
の直接取引実現など、具体的な協力案件への後押しに向けて、“情報交換・発
信” “ビジネスマッチング機会の創出” “人材育成支援”といった観点で協力す
ることに合意している。 
 
下段の写真にある通り、2023年12月に日馬首脳会談後発出された共同声明にお
いても、航空機産業協力の進展について歓迎されている。 
 

  
出典：2022年5月経済産業省 「マレーシア政府との間で航空機産業協力に係る覚書を締結・交換しまし
た」、NAICO :MyAERO Centre of Excellence 
 

1.3.2 民間企業の動向 
欧米企業による現地進出 

下図に示す通り、OEMであるBoeingは、マレーシアにSales部門のオフィス
設けている他、サフランやスピリット等の欧米グローバルTier1企業も現地に
進出をしている。 

 
地場企業であるUMW社がTier1として航空機エンジン分野に参画 

マレーシア国内大手自動車メーカーの子会社としてUMW Aerospace社が
2015年に設立された。同社は、ロールスロイス社のエンジン（Trent1000、
Trent7000）における世界で唯一のファンケースサプライヤーである。 
 
鍛造品の輸入（主にイタリア）、溶接、表面処理／塗装、非破壊検査、組立
まで一貫生産を行うTier1企業となり、近年大きな成長を遂げている。 
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   豊田通商作成 

 

1.4. マレーシアにおける航空機サプライチェーンの課題 

欧米企業の進出により、マレーシア国内における航空機製造活動は拡大が期待されて
いるものの、実態として地場企業による受注は依然として限定的である。進出した欧
米OEM・Tier1企業の外注先は、構造部材や精密加工、特殊工程を中心に欧米サプラ
イヤーへの依存度が高いままであり、国内サプライチェーンの形成は道半ばである。 
 
この構造的要因として、サプライチェーン基盤を支えるTier2以降の中小企業において
は、技術や品質管理体制の更なる強化が期待される。多くの地場企業は特定の工程に
特化しており、今後は複数工程の統合や品質保証体制の整備が課題となる。 
 
また、R&D機能の未発達により、高付加価値部品のアッセンブリや工程高度化への参
画が困難となっている。その結果、域内における工程完結型のサプライチェーンが構
築されず、輸入依存が続き、輸送に伴うCO₂排出増といった環境負荷の観点からも望
ましい状況とは言い難い。総じて、マレーシアの航空機産業が持続的な競争力を獲得
するためには、Tier2以下の地場企業の技術力向上、認証取得、工程統合能力の強化が
不可欠であり、中核企業育成を中心とした産業基盤の底上げが重要な課題となってい
る。 
 
以下の期待される方向性に示すように、日本企業が中核企業としてサプライチェーン
に参画する事で域内でのサプライチェーン構築が可能となる。 
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現況のサプライチェーン 

 
豊田通商作成 

 
期待される方向性 

 
豊田通商作成 

 
マレーシアにおける航空機サプライチェーン全体像 

 
 
マレーシア進出済企業（A社）からは下記のような声が聞かれた。 
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進出目的：アジア諸国での特殊工程業務の拡大・強化を目的に進出 
課題① Tier1からの期待値は一貫加工（機械加工＋表面処理） 
課題② 機械加工については、難削材の加工が可能なサプライヤーが不在 
課題③ 当該分野における中核人材の育成 
 

1.5. 我が国「航空機産業戦略」における本マスタープランの位置付け 

日本の「航空機産業戦略」では、将来の国際競争環境を見据え、我が国航空機産業の
持続的成長には、製造基盤の中核を成すサプライチェーン強化が不可欠であると明示
している。同戦略は、サプライチェーンの強靱化を単なる国内基盤の強化に限定する
ことなく、国際的な生産ネットワークの最適化を含む広範な取り組みとして捉えてい
る点に特徴がある。とりわけ、民間航空機市場のボリュームゾーンを形成する単通路
機需要がアジア諸国に集中している現状を踏まえると、需要地近接での生産・調達体
制の整備は不可避であり、日本企業が同地域において一定の役割を果たすことが、戦
略上の要請となっている。 
 
こうした観点から、本事業は日本企業のアジア諸国サプライチェーン参画に向けた基
盤形成を意図するものであり、現地産業との連携構築や工程統合機能の発揮を通じ、
日本企業が地域に貢献し得る可能性を検討する重要な位置づけにある。すなわち、国
内企業の技術力や品質保証能力を活かしつつ、需要地におけるサプライチェーン最適
化を推進することで、日本の航空機産業全体の国際競争力強化につなげることが期待
されている。 
 
■34 
  サプライチェーン強靱化 

・国際的にサプライチェーンにおける安定供給の価値が増大している中、我が国
のプレゼンスを高め、成長のための取組を実現するための強みとするため、も
のづくり基盤を将来にわたって支え続けられるよう民防一体となって戦略的に
サプライチェーンを強靱化する。 

・産業競争力及び経済安全保障の観点から重要な部素材は、国内での戦略的なサ

 
 

 

4 経済産業省 2024 年 4 月策定 「航空機産業戦略」 
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プライチェーンの構築・強靱化に取り組むとともに、コストやカーボンフット
プリント等を含めた競争力強化を踏まえ、海外生産・調達も含めたサプライチ
ェーンの最適化を追求する。 

 
  人材確保・育成 

・需要拡大を支える人材確保・育成（民防連携等）、自動化等の省人化を推進。 
・完成機事業創出を実現する国際水準の人材育成を狙った国際連携を推進。 

 
  エコシステムの拡大 

・航空機製造を超えた取組を進め、基盤（人材、技術、事業機会）を厚くする。 
・まずは脱炭素化実現の課題解決、次世代エアモビリティの産業創出について具

体的な取組を推進。 
 
開発製造を支える環境の構築 
・安全性を担保しつつ、開発製造のリスク低減を含めた成長のための環境を整え

る。 
・試験・実証インフラの戦略的整備、資金的な支援スキームの検討を行う。 

 
■ 本事業を通じたボリュームゾーン参画のイメージ 
我が国は、将来的に民間航空機市場のボリュームゾーンを構成する単通路機の完成機
事業へ参画することを国家的目標として掲げており、大手重工メーカーを中心に、次
世代技術を含む研究開発が進められている。 
 
これらの企業は、国際共同開発において海外OEMと対等に渡り合うため、先端構造技
術・複合材技術・統合設計能力の強化を進めつつ、将来の開発参加に不可欠なインテ
グレーション能力の獲得を図っている。 
 
一方で、Tier2 以下の中堅・中小サプライヤーにおいては、国内外の需給逼迫や国際
競争の激化を背景に、「サプライチェーン強靱化」が最優先課題として位置づけられ
ている。特に、アジア諸国のサプライチェーンへの参画は、工程管理・品質保証・多
工程統合などの能力向上に直結する機会であり、そこで得られる技術・ノウハウを国
内に還元することで、産業全体の競争力を底上げしつつ、グローバルサプライチェー
ンへの貢献度を高める効果が期待される。 
 
本マスタープランは、国内中小企業がアジア諸国サプライチェーンへ参入する際の障
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壁や機会を特定し、これらの課題解決と現地進出の後押しを意図しており、ひいては
我が国が将来的にボリュームゾーンの完成機プログラムへ参画するための基盤形成に
資するものである。 
 

1.6. 相手国政府等への打ち込みの必要性 

現地サプライチェーンへの参画に際しては、企業単独の戦略的判断に加え、政府支援
および他企業との連携を含む総合的なアプローチが不可欠となる。特に、アジア太平
洋地域における航空機製造の拡大を受け、日本企業による現地進出と工程統合・品質
保証・技術支援などの中核的機能の担い手としての役割が増大する一方、認証取得、
品質基準の維持、現地調達網の整備、サプライヤー管理体制の確立等、多岐にわたる
課題への対応が求められる状況にある。 

 

さらに、日本企業の展開を促進する事を目的に、部品生産に必要な認証を含め、航空
機部品事業を統括する OEM の地域戦略に組み込んだ形で事業推進をする必要性があ
り、OEM への打込みが重要な要素となっている。これらの課題克服には、企業努力の
みならず、官民連携による資金供給、人材育成、技術支援策の活用を通じた事業化推
進が重要となる。 

 

また、現地人材の採用・育成や行政・産業クラスターとの連携など、現地ステークホ
ルダーとの協働体制の構築も不可欠であり、企業自助努力のみでは解決困難な制度・
政策面の支援強化が要請される領域となっている。本事業は、マレーシア航空機産業
の実態調査を通じて、現行支援制度の限界および未対応領域の課題抽出を目的とし、
適切な制度改善・施策強化を同国政府へ提言することを志向する。最終的には、日系
企業の現地参入促進およびアジア太平洋地域におけるサプライチェーン構築を通じ、
我が国航空機産業の国際競争力向上に資する取り組みである。 
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豊田通商作成 

 

1.7. マスタープラン策定後の事業化に向けた豊田通商の取組 

豊田通商はこれまで、航空機サプライヤーの海外展開、とりわけ現地進出を伴う事業
化支援において蓄積された実績を有してきた。これらの支援は、進出前の戦略策定段
階から進出後の事業定着まで一貫しており、海外OEMとの折衝、フィージビリティス
タディ（FS）の提供、現地政府との調整、出資を含むファイナンス支援など、多角的
なサポートを通じて企業の国際展開を後押ししてきた。また、進出後には物流業務受
託、生産方式改善、出向者派遣による経営管理支援、新規顧客開拓支援など、事業の
安定化と成長に向けた実務面の支援も実施している。 
 
象徴的事例として、Asahi Aero Malaysia（AAM）社に対する支援が挙げられる。同社
の立ち上げに際して豊田通商は、アジア諸国の比較検討、マレーシア政府との交渉、
事業許認可の取得、資本参画による財務基盤の補強を実施した。 
 
さらに、進出後には物流スキーム構築や管理職派遣を通じて事業運営の高度化を支援
し、新規営業先の獲得にも寄与した。このように豊田通商の支援は、企画・立案から
実行・定着に至るまでの全工程を包含し、企業が海外展開で直面する多様な課題を解
決する機能を備えている。 
 
本事業終了後には、策定されるマスタープランに基づき、現地進出を決断した日本企
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業に対してこれら支援策を適用し、円滑な事業化とアジア諸国サプライチェーンへの
参画を実現することが期待される。 
 
■豊田通商による支援策 

 
 
■豊田通商による現地進出の支援実例（ Asahi Aero Malaysia社：AAM） 

 
豊田通商作成 

 

1.8. マレーシアサプライチェーンへの参画を通じた裨益 

1.9.1 マレーシアにおける裨益 
日本企業が現地サプライチェーンに参画する事で、サプライチェーン全体での応
需能力が向上し、地場企業における受注拡大にも繋がる事が期待される。 
 
また、マレーシア政府がその育成に注力する高度な航空機人材の受け皿を日本企
業が担う事で、当該人材の更なるスキルアップ、スピンアウトした人材によるマ
レーシア全体での人材レベルの底上げ等も期待される。 
 
1.9.2 他国・地域への裨益 
日本企業が中核となり、マレーシアでサプライチェーン構築が進展することで、
近隣国5（タイ、ベトナム、インドネシア）に進出する欧米Tier1企業から、これま

 
5 近隣国においても、欧米 Tier1 企業が投資を進めているが、一部の国では、現地調達の比率が限定的であり、今後の 



18 

 

で欧州企業に外注していた仕事を、同国サプライチェーンが獲得できる可能性も
考えられる。 
 
1.9.3 我が国への裨益 
2024年に策定された“航空機産業戦略”6は、OEMが開発する次世代単通路機への
参画に向けて、海外OEMと伍する形で国際連携による完成機事業の創出という自
立的に付加価値を獲得できる産業構造に変革を目指すとの目標を掲げている。 
 
また、本目標を達成する上ではサプライチェーンの強靱化も必要として、次世代
単通路機への参画を見据えて、需要地であるアジア太平洋地域等グローバルサウ
ス諸国において、ボリュームゾーンのサプライチェーンへ参画することの必要性
に言及しており、この観点から以下裨益が考えられる。 
 
－短期的な裨益 
日本の航空機サプライヤーは、現地サプライチェーンにおいて現行の機体や派生
機のボリュームゾーンにおける製造工程に参画し、これまで参画できていなかっ
た新たなワークシェアを獲得する事で、自身の競争力強化を実現する。 
 
－長期的な裨益 
来たる新型単通路機に我が国が参画をしていく上で、ボリュームゾーンのサプラ
イチェーン参画を経験した企業が、そこで得た単通路機固有の製造技術を活か
し、コアサプライヤーとして、新型単通路機のサプライチェーンの中核を担う事
で、多くの国内サプライヤーに新たな仕事がもたらされ、将来的な我が国航空機
産業の発展に大きく寄与する。 
 

  

 
6 経済産業省 2024 年 4 月策定 「航空機産業戦略」 
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第２章 調査概要 
 

2.1. 調査の概要 

マスタープランを下記要素を通じて作成し、マレーシア政府やサプライチェーン構築
の重要なファクターである航空機OEM等に対して打ち込みを行い、同国における新た
なサプライチェーンモデルを提案し、事業化に繋げる。 
 
■策定を目指すマスタープランの調査項目 
調査・考察内容 調査・考察項目 手法 
1．現状評価と将来
予測7 

・グローバル航空機市場の概況 
・航空機産業の現状評価と将来
予測 

下記のような手法を用い、
調査を進める。 
 
・デスクトップ調査 
 
・再委託先と連携した調査 
航空機産業のマクロ的な分
析を行うとともに、以下①-
③のようなマスタープラン
策定に必要不可欠なプレイ
ヤーに対して、 
インタビュー形式で定期的
な議論を実施し考察を深め
ることを想定。 
 
①現地政府機関 
②航空機OEMやTier1企業
③日本の航空機サプライヤ
ー等 

2．マレーシアを取
り巻く環境整理 

・マレーシアおよびアジア諸国
の航空機産業の現状評価 
・マレーシアおよびアジア諸国
のMP整理 
・OEMおよびサプライヤーの整
理及び周辺国の状況を踏まえた 
マレーシアの優位性検証 
・マレーシアの航空機産業拡大
に向けた課題 

3．参入に向けた事
業モデルの策定 

・マレーシアにおける新たなサ
プライチェーン構築の検討と分
析 
・本邦企業参入可能性の高い工
程の特定と評価 

4．事業モデル実現
のための戦略策定 

・マレーシアの裨益整理 
・豊田通商の役割整理 

5．事業モデル実現 ・事業モデル実現のためのアク

 
7 別途インド市場における「「令和 5 年度補正「グローバルサウス未来志向型共創等事業委託費（南西アジア地域との
経済連携強化に向けた戦略策定及び我が国企業の海外展開促進等調査）」における「インドにおける航空機産業マスタ
ープラン策定等調査事業」」にて調査を行った内容を踏まえ考察を実施。 
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のためのアクショ
ンプラン 

ションプラン策定 

2.2. 本事業の調査スケジュール 

事業前半では、マクロ的な調査も踏まえ、海外ステークホルダー企業や日本企業への
意見交換等を通じ、実態の把握及び仮説の検証を進め、それらに基づき、日系企業の
参画に向けた事業モデルの策定や、事業モデル実現のための課題や体制を整理した。 
 
本事業のゴールは、関係者へのインタビューおよび航空機OEMや相手国政府への打ち
込みを実施しつつ、事業参入可能性のある企業を特定および事業モデル策定から今後
のアクションプラン策定までとした。 
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2.3. 調査先及びインタビュー項目 

インタビューは、OEMやTier１等を対象に実施をしており、調査先については、経済
産業省航空機武器産業課とも連携し、経済産業省の航空機OEMやTier1企業とのネッ
トワークも活かして、適切なコンタクト先を特定した。 
 
■インタビュー対象 
カテゴリ 想定インタビュー対象 
OEM ・日本支社責任者 

・HQ調達担当者 
・マレーシアおよびアジア諸国統括マネジャー 

マレーシア政府 ・国際貿易省（MITI) 
・航空宇宙産業調整局（NAICO） 
・投資開発庁（MIDA） 
 - 航空宇宙産業協会（MAIA） 

Tier1 ・日本支社責任者 
・HQ調達担当者 
・マレーシアおよびアジア諸国域統括マネジャー 

Tier2 ・現地経営者、調達担当者 
本邦企業 ・OEM/Tier1と取引意思があり、海外進出意欲のある 

経営者/担当者 
・現地に既に進出している日系企業 

 
■インタビュー項目 
カテゴリ 想定インタビュー項目 
一般 ・当該地域における事業領域 

・生産工程やその生産能力 
・サプライチェーンの実態と課題 

将来設計 ・航空機需要増加が見込まれている中、 
①将来的なビジョン、参画していきたい領域 
②生産レート増際のサプライチェーンへの影響。また、必
要になるサプライヤーの具体のイメージ 

現在の課題 ①サプライチェーンについて、必要な工程 
②人材育成・活用について注力すべき領域 
③当該国の制度や支援策における課題 
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日本企業との連携可
能性とその課題 

・上記課題等を踏まえ、日系企業との連携可能性につい
て。（具体的な工程や生産能力、必要なスペック等につ
いても確認） 

 
・日系企業参画に向け、どのような支援や援助を日本及び

当該国で双方で取り組む必要があるか。 
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第３章 調査項目 
 
3.1. 現状評価と将来予測 
マレーシアにおける航空機部品の製造について、周辺国と比較しながら、航空機需要
や航空機部品生産等、需要と供給の双方において、現地のサプライチェーンや進出済
OEM、Tier1企業の戦略等も踏まえ以下のとおり現状認識と重視する調査項目を整理
した。 
 

3.1.1 航空機需要調査 
【現状認識】 
・民間航空機市場は今後20年間で約3.5万機の需要が予測されており、約4割がア
ジア太平洋地域となる 
・民間航空機市場は、年率３%-４％での増加が見込まれる旅客需要を背景に、 
双通路機、単通路機ともに新造機需要も拡大していく見込みである。 
 
【今回重視する調査】 
・今後の航空機需要の増加を踏まえ、現地において見込まれる「航空機製造への
需要」は、エアラインの調達意向やOEMの生産意向等に左右されるものと想定さ
れる。 
・OEMやTier1へのインタビュー等を通じ、マレーシアを中心としたアジア諸国
における航空機製造への需要の予想を競合国も含めて本事業内で整理することと
した。 
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3.1.2 航空機生産能力調査 
【現状認識】 
・航空機需要増加を見据え、欧米主要航空機サプライヤー等が近年相次いでマレ
ーシアのみならず、現地へ進出および進出の検討をしている。 
 
【今回重視する調査】 
・日本の航空機サプライヤーは、現地へ進出しているTier1企業のサプライチェー
ンの中核を担うTier２としての参入可能性があると仮定した場合、現地Tier1企業
による、ものづくりサプライチェーンの現状と将来予想は、日系企業の参入の可
能性を分析する上で重要な検討材料となるため、現地に進出しているTier1企業等
のサプライチェーンの実態についてデスクトップ調査や当該当企業へのインタビ
ュー等を通じて情報を整理することとした。 
（参画機体、製造している構成品、部品のサプライチェーンの分布図等を各社毎
に取りまとめることを想定した） 

 
 

3.1.3 OEMサプライチェーンと地域戦略 
【現状認識】 
・航空機OEMからは、今後の航空機需要を見据え、アジア諸国における航空機製
造を強化する、との事を確認している。 
 
【今回重視する調査】 
・各国におけるサプライチェーンの形態や生産能力は異なるため、OEM等への更
なインタビューを通じて、各国毎のサプライチェーンの評価や期待等を整理し
た。 
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3.2. マレーシアを取り巻く環境の整理 
航空機製造分野は裾野が広く、多工程に渡るサプライチェーンが形成されており、一
カ国に閉じたサプライチェーンの構築は困難である。マレーシアにおける航空機産業
の優位性について検討を行うためには、周辺競合国の航空機産業の実情や課題等も踏
まえた整理が必要となる。そこで、近年航空機産業育成に特に注力しているタイ、ベ
トナム、インドネシアにおけるサプライチェーンの現状等についてもマレーシアと同
様に整理する。 

3.2.1 アジア諸国航空機産業のポテンシャル 
・アジア諸国では、GDPの高まりとともに航空機の旅客需要も高まっており、従
来の国営エアラインに加えて、民間主体のLCC(Low Cost Carrier)が勃興してお
り、新旧エアラインによる旺盛な機体需要がある。 
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3.2.2 アジア諸国周辺競合国における航空機産業の現状 
■タイ 
産業の高付加価値化と競争力強化を目的とする「タイランド4.0」で投資奨励産業
として航空機産業が選出され、「航空機産業開発プラン」が承認。 
■ベトナム 
「社会経済開発 10 か年戦略」(～2030 ）において、「経済の工業化・近代化・
再構築化」を掲げている。我が国とは、日越共同首脳声明により（「ベトナム工
業化戦略」を推進中。 
■インドネシア 
「ゴールデン・インドネシア2045」の実現に向けて、航空宇宙産業に関する「航
空宇宙産業エコシステム開発ロードマップ」を制定。 

 

 
  豊田通商作成 

参照）THAILAND4.0 The Next Revolution、Vietnam Socio-Economic DevelopmeA 社 trategy, National 
           Aerospace Industry Towards Golden Indonesia 2045 

3.2.3 調査内容の詳細 
航空機産業は、国家の安全保障にも資する分野でもあり、民間企業の動向のみな
らず、各国の政府による取組を客観的視点で分析し、日本企業との連携の最適解
を考察する事も重要である。マレーシアのみならず周辺国（タイ、ベトナム、イ
ンドネシア）も含め官民双方の観点で考察することとした。詳細は以下のとおり
である。 
 
3.2.3.1 マレーシアの既存マスタープラン及びサプライチェーン整理 
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Malaysian Aerospace Industry Blueprint 2030や、各政府機関や大学等の公的機関
の動向について整理を行い、マレーシアにおける航空機産業の位置づけについて
新たに整理し、日本の航空機サプライヤーが新たに現地のサプライチェーン参画
を目指す上障壁になり得る「人材の育成・確保」「企業誘致の優遇」「税制」「内部
環境（法規制等も含む）」等を整理した。 
 
マレーシアに進出しているOEM、Tier1のサプライチェーンの状況について調査
（3.1.2と連動）した上で、同国におけるサプライチェーンの現状評価を実施し、 
「3.2.3.2 アジア諸国内競合国既存マスタープラン整理及び課題整理」の内容も踏
まえて、マレーシアにおけるポテンシャルや参入における障壁の課題を特定し
た。 
 
3.2.3.2 アジア諸国内競合国既存マスタープラン整理及び課題整理 
競合国であるタイ、ベトナム、インドネシアについても、航空機産業について国
策で今後の目指すべき方向性（マスタープラン）が一部策定されている。（例：
Indonesia Emas 等） 
 
また、競合国における各政府機関や大学等の公的機関の動向について整理を行
い、当該国における航空機産業の位置づけを整理し、日本の航空機サプライヤー
が新たに現地のサプライチェーン参画を目指す上で障壁になり得る「人材の育
成・確保」「企業誘致の優遇」「税制」「内部環境（法規制等も含む）」等を整理。 
・競合国において、欧米企業（OEM、Tier1等）の進出状況及び、現地のサプラ
イチェーンの構築状況について調査をした上で、当該国におけるサプライチェー
ンの状況について評価を行う。 
 
3.2.3.3 マレーシアの優位性検証 
3.2.3.1-2を通じて整理した内容をもとに、マレーシアにおける優位性や今後の成
長の可能性等について、競合国との比較を通じながら、官民双方の観点で分析を
実施することとした。 

 

3.2.4 アウトプットイメージと仮説 
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マレーシアにおける既存マスタープランの整理を行い、航空産業における事業者
の視点から課題を整理する。また、競合国（タイ・ベトナム・インドネシア）に
おける既存マスタープランの整理を行い、航空産業における事業者の視点から課
題を整理する。マレーシア及び競合国の政府の取組状況や環境規制等の官的視点
に加え、OEMやTier1企業及び地場航空機サプライヤーの生産能力等民的視点を
踏まえ、同国の優位性や今後の成長の可能性等について、競合国との比較を通じ
ながら、官民双方の観点で分析を実施する。 

 

3.3. 参入に向けた事業モデルの策定 
3.3.1 検討の詳細 

マレーシアの政策方針や今後のポテンシャルと現地サプライチェーンの実態との
差分を明確にし、サプライチェーン参画の具体的なビジネスモデルを検討するこ
ととした。その上で、多数存在する日本企業の中でどのような技術・能力を保有
する企業が、当該ビジネスモデルを担う事が出来るかについて、潜在的可能性が
ある企業群を整理しリスト化する。また、当該企業が参入する上での課題を整理
した上で、その解決策を明確化し、具体的なビジネスモデルを案件毎に描くこと
とした。 

 
3.3.1.1 「マレーシア航空機産業成長に向けた取組」の仮説設定 
前項で整理した将来予測やマレーシアにおける優位性、既存のマスタープラン等
を踏まえ、同国航空機産業の成長に向けた取組の仮説を設定し、本仮説・将来的
な方向性を達成する為に必要となる周辺環境やサプライチェーンの課題について
特定する。（人材育成、ロジティクス、品質保証能力の強化等を想定） 
 
3.3.1.2 アジア諸国に参画可能性がある日本企業の特定 
既に航空機産業ビジネスに取り組んでいる日系企業について、アジア諸国へ自動
車産業や半導体産業で既に進出している企業のうち、日本では航空機産業の認証
を保有しているが現地では行っていない企業や、現地進出は未実施であるもの
の、進出を検討している企業など、現地において航空機産業への参入の可能性が
ある企業情報を整理し、また、当該企業の航空機サプライチェーンの現状や、課
題について整理する。 
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3.3.1.3 航空機産業サプライチェーンのミッシングピース工程特定 
ものづくり基盤の根幹として、今後アジア諸国でものづくりサプライチェーンを
発展させていくために、強化すべき加工分野を特定し、現地サプライチェーンに
おいて、日系企業が中核企業として参画しうる可能性の高い工程について整理す
る。また、日系企業の参画に向けた課題（現地における人材の育成や確保、生産
能力の構築に向けた設備投資、地場企業との連携等）を具体化するとともに、事
業化に必要となる打ち手について整理する。 
 
3.3.1.4 本邦企業の裨益 
日系企業が中核企業として“ミッシングピース”を補完する事で、どのような経験
や技術を新たに享受できるのか（短期的な裨益）について分析するとともに、我
が国が目指すボリュームゾーン参画に向けた航空機産業全体としての裨益（長期
的な裨益）について整理する。 
 
また、日系企業のサプライチェーン参画は、中核企業としての立場だけでなく、
当該企業の加工外注先としての参画可能性もあることから、中核企業の参入が、
地場の日系企業も含めたサプライチェーンにどのような波及効果を及ぼすかにつ
いても分析することとした。 
 
3.3.1.5 事業モデルの策定 
３-１～３で分析した内容をもとに、事業化を見据え、国内ステークホルダー等と
も協力し、事業化に向けた体制を構築し、ビジネスモデルを策定する。 

 

3.3.2 マレーシア航空機産業成長への仮説 
マレーシアの既存マスタープラン等の分析を通し、同国におけるサプライチェー
ン構築のイメージを具体化し、今後同国において実施すべき「マレーシア航空機
産業の成長に向けた取組」の仮説を設定することとした。 
 
■環境分析と既存マスタープラン等の分析 
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マレーシアにおける環境分析と既存マスタープランをデスクトップ調査および 
有識者インタビューにて確認をした。 

■「マレーシア航空機産業の成長に向けた取組」の仮説設定 （初期仮説） 
仮説① 現地進出済の日系企業（※Asahi Aero Malaysia社等）を中心とした 

サプライチェーン強靭化 
仮説② 自動車産業等の他産業で進出済の現地日系企業への航空機産業進出促進 
仮説③ 日系企業との技術提携等を通じたマレーシアサプライヤーの底上げ、 
        および日系企業を中心としたサプライチェーンへの参画 
 

 
出典 NAICO 作成資料を豊田通商が一部追記 

3.3.3 サプライチェーン上の”ミッシングピース”の特定 
マレーシア内の航空機サプライチェーンについて、環境分析やサプライヤー情報
のマッピングを行った上で、今後あるべきサプライチェーン構築イメージとの差
分から、同国の弱みであるミッシングピースを特定することを目指した。 

 

航空機部品産業におけるサプライチェーン（例） 
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  豊田通商作成 

 

3.4. 事業モデル実現のための戦略策定 
3.4.1 検討の詳細 
本事業モデルを実現させる戦略として、技術面のみならず人材育成や周辺国への
輸出増等も含めマレーシアの裨益を明確にする事に加え、豊田通商の役割を明確
にする事で、同国へのマスタープラン打ち込みのための戦略を検討することとし
た。 
 
3.4.1.1 マレーシアの裨益整理 
■調査内容 
前述で記述したマレーシアのマスタープランの中で、下記視点でマレーシアの裨
益を整理しその裨益を基に、マスタープラン打ち込みのための戦略を検討する。 

a. 産業競争力の醸成 
b. 航空機産業人材の受け皿確保/雇用の創出 
c. 周辺国企業（OEM、Tier1企業等）との取引機会の増大  

 
3.4.1.2 豊田通商の役割整理 
3.4.1.1で整理した内容に沿って、豊田通商が独自に実施するもの、官民連携（経
済産業省との連携）で進めるべきものを、項目と時間軸で整理をする。 
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3.4.2 「マレーシア裨益」検討アプローチ 
本事業モデルを実現させる戦略として、下図のように技術面のみならず人材育成
や周辺国への輸出増等も含めマレーシアの裨益を明確にする事で、同国にマスタ
ープランを打ち込むための戦略を検討する。 

 
  豊田通商作成 

 

3.5. 事業モデル実現に向けたアクションプラン 
本事業で制定するマスタープランがマレーシアに選ばれ、着実に事業化に繋げるため
の今後のアクションプランとして、打込み先の確定、推進体制構築やロードマップ策
定等を実施し、事業モデルの素案を検討した。 
 

3.5.1 事業モデル実現のためのアクションプラン策定 
■検討内容詳細 
・マレーシア政府打込み先の整理 
  本事業構想の実現に重要な省庁および政府機関を特定し、効果的な 
  打ち込みを実施。 
 
・推進体制構築 
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  協業する現地のステークホルダー等を特定し、既存の取組みの理解および 
  連携をしながら本事業モデルを推進する体制を整える。 
 
・アクションプラン 
  課題の整理を踏まえて、アクションプランの方向性を整理。 

 

3.6. 事業モデル実現に向けた中長期的な実施スケジュール 
マスタープランがマレーシアに選ばれ、着実に事業化に繋げるための今後のアクショ
ンプランとして、本調査実施後の事業モデル推進の中長期的な実施スケジュールを策
定することとした。 

 
豊田通商作成 

 

3.7. マレーシア政府等打ち込み先の整理 
本事業モデルの実現に最も需要なNAICOとは既に協議を開始し、支援表明を受領済
み。詳細は7.5章で述べる事とする。 
 
■本事業の推進体制と協議状況 
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本調査事業において特に重要になる政府機関等はマレーシア投資庁直下の①NAICO 
および ②MIDAであり、この2省庁とは密に連携を実施し、両省庁に選択してもらえ
るマスタープランとなることを目指す。また航空機産業は裾野が広いため、個別の省
庁との協議に加え、複数の省庁との協議実施を目指す。 

 
各社 HP を参照し、豊田通商作成 

 

3.8. 海外 OEM/Tier1 等打ち込み先の整理 
打ち込みのプロセスは、豊田通商が経済産業省と協議の上決定することとした。 
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豊田通商作成 

 

3.9. 調査の 4 つのタスク 
本調査は、以下の 4 つのタスクで構成され、各タスクの概要は以下の通りである。 
 
Task 1：グローバル民間航空市場調査 
Task 2：OEM サプライチェーンと地域戦略分析 
Task 3：国別サプライチェーン評価 
Task 4：日本との協力体制構築可能性検討 
 
 
Task 1：グローバル民間航空市場調査 
世界の民間航空機市場の現状・需要と供給見通し、主要プレイヤーの動向、サプライ
チェーンの課題を整理。 
 
Task 2：OEM サプライチェーンと地域戦略分析 
マレーシア、タイ、ベトナム、インドネシアにおける OEM・Tier1 各社の現地戦略、
サプライチェーン構成、課題を分析。 
 
Task 3：国別サプライチェーン評価 
各国の主要サプライヤーリスト・プロファイル、既存マスタープラン、強み・課題、
事業機会を整理。 
 
Task 4：日本との協力体制構築可能性検討 
特にマレーシアにおける日本企業の参入・協力可能性、技術移転・人材育成・品質管
理支援の方向性を検討。 
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第４章 グローバル民間航空市場調査（Task1） 
 
4.1. グローバルでの民間航空市場構造の特定 
グローバル民間航空機市場は、今後20年間にわたり持続的な成長が見込まれ、その間
における新造機需要は約3.5万機規模に達すると推計されている。特に単通路機の需要
が全体の約八割を占める構造は今後も継続すると考えられ、効率性・運航頻度・路線
特性との適合性から同セグメントが市場拡大を牽引する主要因となっている。 
 
また、地域別構成を見ると、アジア諸国が世界需要の半数を占めると見込まれてお
り、新興国における中間層拡大、航空旅客増加、航空インフラ整備の進展が需要増を
支えている。この一方で、生産能力は需要の伸長に対して十分に追随できておらず、
足下でリードタイムの長期化や供給逼迫が顕在化している。こうした需給ギャップを
是正する観点から、高需要地域への新たな製造拠点の設置や既存工場の能力増強が不
可避となる可能性が高い。特にアジア諸国では、供給網の強靭化、物流効率の向上、
人材確保といった面で製造機能分散の戦略的重要性が増しており、市場成長を持続さ
せるための構造的対応が求められている。 
 

 
 

 
有償旅客キロの推移と予測 
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航空旅客数はCOVID-19以前の水準に回復しつつあり、Boeingは2023年から2043年 
までに、有償旅客キロ（RPK）がCAGR 4.7%で成長していくと想定。 

 
 
2043年の地域間RPK予測 
RPKを地域別に見ると2043年には中国国内の規模が最も大きく、その他北米内や欧州
内の移動に加え、東南アジアや中東、東南・南アジアを発着地とする移動が増加する
と想定される。 
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航空貨物量の推移と予測 
航空貨物量もEコマースや製造業の継続的な成長を背景に、IATA等による試算では 
2027年から2043年までCAGR 3.1%（速達輸送に限っては同4.4%）で伸びていくと想
定される。 

 
 
航空機需要予測 
前述の航空旅客数及び航空貨物量の伸びを背景に、Airbus・Boeing各社は今後2043年
までに先述の35,000機を超える約42,400～44,000機の新造機需要が存在すると予測し
ている。 
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航空機需要予測（機体サイズ別） 
Airbus・Boeingともに2043年までの新造機需要約42,400～44,000機のうち、単通路機
が33,400機前後、双通路機が8,000機前後、貨物機が1,000機前後となると予測されて
いる。 

 
 
現時点での運航機体数*1 
現時点での運航機体数においても、単通路機のAirbus A320、及びBoeing 737が圧倒的 
多数を占めており、総機体数ではBoeingが1,000機程Airbusを上回っている。 
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航空機需要予測（地域別） 
アジア諸国で新造機需要数の約半分、ヨーロッパや北米地域と合わせると全世界の約8
割の需要を占め、その他中東、南米、アフリカ地域に残り約2割の需要が存在 

 
豊田通商作成 

 
航空機の受注推移 
COVID-19の影響により航空機受注数は一時減少傾向であったが、渡航制限解除後の
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2021年以降は堅調に回復し、2022年時点ではCOVID-19以前を超える水準に達してい
る。 

 
 
機体メーカー各社の受注残*1 
2025年3月末時点でAirbusは計8,720機、Boeingは計6,319機の受注残を抱えており、
Airbusでは約9割を、Boeingでは約8割を単通路機が占める。 

 
 
機体メーカー各社の出荷機数推移 
受注残に対し、年間の出荷機数はその1/10以下で納入までの期間が長期化しており、 
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その背景にはエンジン等重要コンポーネントの供給不足や労使問題等が存在する。 

 
 
機体OEM各社のサプライチェーン比較 
双通路機におけるサプライチェーン比較 
機体製造におけるサプライチェーンの構築方針には、AirbusとBoeingの間で明確な差
異が存在する。 
 
Airbusは、欧州域内でサプライチェーンを完結させる体制を基本原則としており、部
品製造の役割分担も欧州各国に固定化されている。また、サプライチェーン管理にお
いては、自社の調達基盤の統合やサプライヤーとの緊密な連携を重視し、環境規制へ
の適合や持続性の確保といった政策的要請を踏まえた管理体系を構築している。 
 
一方、Boeingは北米を中心としつつも、アジアや中南米等の幅広い地域に製造・調達
拠点を展開することで、グローバルな分散型供給網を形成している。その戦略的特徴
として、外部サプライヤーの活用を強化し、外注比率を高めることで柔軟性と効率性
を追求している点が挙げられる。 
 
また、輸送面においても、Airbusが専用輸送機「Beluga」等を活用して欧州域内輸送
を最適化する一方、Boeingは自社輸送網を活用しつつ海上・陸上輸送を併用するな
ど、両社の生産・物流体系は異なる合理性に基づいて構築されている。このように、
両社のサプライチェーンは歴史的背景、政府支援体制、国際展開方針の違いを反映し



43 

 

た構造的差異を示している。 
 
双通路機では、両社とも最終組立拠点を限定し、部品供給も高度な設計・製造技術を
要する欧米中心の体制に収斂する傾向がある。Airbusはフランス1拠点で最終組立を行
い、主要構造部品も欧州各国に集中している。Boeingもアメリカ南部の1拠点に限定
し、大型機特有の品質・輸送制約に適合したサプライチェーンを構築している。すな
わち、双通路機は技術的複雑性と製造精度要求が高いため、拠点集約型の供給網が合
理的といえる。以上より、両社においても機体サイズに応じて供給網の地理的分散度
と集約度が構造的に異なることが確認される。 
 

 
豊田通商作成 

 
単通路機におけるサプライチェーン比較 
一方でAirbusおよびBoeingにおいては、単通路機と双通路機という機体サイズの違い
に応じて、サプライチェーン構造に明確な差異が存在する。双通路機は上述の通りの
違いがあるが、単通路機では両社とも複数地域にまたがる組立・製造拠点を配置し、
部品供給も多国間で分散的に実施されている。 
 
Airbusはアメリカ・フランス・ドイツ・中国など複数拠点で最終組立を行い、主要部
位の製造も欧州を中心に複層的に配置している。 
 
Boeingもアメリカ国内を主軸としつつ、中国のCOMACとの連携による仕上げ工程等
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を含む多地域的構造を持つ。このように単通路機は大量生産・高稼働率が求められる
ため、供給リスク分散と生産効率最大化を目的とした広域的サプライチェーンが採用
されている。 
 

 
 豊田通商作成 
 
Airbusのサプライチェーン概要 
Airbusにおいては欧州の複数拠点、及びパートナー企業で機体構造の開発・製造を 
分担し、機体組立は欧州に加えて、米国と中国でも行われている。概要は以下のとお
りである。 
 
 Airbusは、欧州各国に分散する自社の複数拠点、 

及びパートナー企業で、開発・製造を分担 
 機体構造に係る開発・製造の大部分は欧州で実施 

（機体構造はフランス・ドイツ、主翼・中央翼はイギリス、翼部品はス
ペインにて、開発・製造）。これは同社の成り立ちや各国政府による政
治的影響が大きいことに起因 

 各国にて製造後、Airbusが機体製造・組立拠点を構える 
ドイツ（ハンブルグ）、及びフランス（トゥールーズ）へ、またドイツ
からフランスへ、自社所有の貨物機（Beluga XL）や 
コンテナ船、RO-RO船、トラックで輸送 

 欧州以外にも、Final Assembly Line（FAL）と呼ばれる 
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機体製造・組立拠点を、米国アラバマ州モービル、及び中国・天津に設けてい
る 
 欧州以外の機体製造・組立拠点への部品輸送には、コンテナ船による海

上輸送を利用 
 

  
 
 
Boeingのサプライチェーン概要*1 
Boeingにおいては米国外のパートナー企業で機体構造の開発・製造を実施している一
方、機体組立は自社の米国拠点に集約している。概要は以下のとおりである。 
 Boeingは、自社主導の共同開発プログラムに他国のパートナー企業が参加し、

開発・製造を分担 
 例として、787プログラムの場合、機体の35%を日本企業が製造 
 主翼を三菱重工業、前部胴体を川崎重工業、中央翼をSUBARUが製造

しており、当該部品を中部国際空港に集結 
 中部国際空港に集められた部品は、Boeingが機体製造・組立拠点を有す

るアメリカワシントン州エバレット、 
又はサウスカロライナ州ノースチャールストンへ、専用貨物
（Dreamlifter）で輸送 

 日本以外に、イタリアからも同様の輸送を実施 
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機体メーカー各社の製造・整備拠点 
日本や中国を除くアジア地域における航空機製造拠点は、現時点では限定的な分布に
とどまっている。しかしながら、グローバルな航空機需要が中長期的に増加するとの
予測、ならびにAirbus・Boeing両社が抱える膨大な受注残と現在の生産レート（出荷
機数）を総合的に勘案すると、当該地域において新たな製造拠点の整備が必要となる
可能性が高まりつつある。 
特にアジア市場では旅客需要が継続的に増加し、両社は近年、アジア諸国の最終組立
拠点や引渡しセンター、さらにはMRO拠点の開設を進めており、供給能力の地理的分
散を志向する動きがみられる。現状では中国（天津）やインド、一部の東南アジア国
家に限定された展開であるものの、需要の地理的偏在および欧米既存拠点の生産能力
逼迫を踏まえると、サプライチェーンの強靭化と供給リスク分散の観点から、アジア
域内での製造機能拡大の戦略的重要性は一層高まると推察される。 
したがって、今後はアジア諸国の産業基盤、人材育成環境、政策インセンティブが、
次なる製造拠点候補地としての競争力を左右する要因になると考えられる。 
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主要機体OEMの概要と日本企業の関与 
日本企業はBoeing機を中心に双通路機の製造に関与できているものの、市場のボリュ
ームゾーンである単通路機や、リージョナル機の製造への関与は極めて限定的であ
る。主要機体OEMと日本企業の関与については以下のとおり整理した。 
 
【Airbus】  
 1970年に設立され、本社をフランス・トゥールーズに置きフランス・ドイツ・

スペインを中心とするヨーロッパの大手航空企業 
 単通路機ではA220、A320シリーズ、双通路機ではA330、A350、A380を製造 
 機体・部品に関して、日本からは三菱重工業がA380の主翼等、SUBARUが

A380の中央翼等、日本飛行機がA380の主翼桁間リブ、新明和工業がA380の翼
胴フェアリング等、日機装がA320やA380の主翼前縁部向け複合材部品を製造
しているものの、主力機であるA320シリーズへの関与はほとんどない 
 

【Boeing】 
 1916年に設立され、バージニア州アーリントンに本社を置く大手航空企業 
 単通路機では737、双通路機では787を製造しており、現在は次期大型機である

777Xを開発中 
 機体・部品に関して、日本からは三菱重工業が737、777、787の主翼等、川崎

重工業が777、787の前胴や中胴等、SUBARUが737、777、787の中央翼等、日
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本飛行機が777の主翼桁間リブ、新明和工業が777、787の翼胴フェアリング
等、日機装が787の主翼前縁部向け複合材部品を製造しており、Airbusと比較
すると製造への関与は多いものの、主力機である737への関与は限定的 
 

【(参考)Comac】 
 2008年に設立され、中国 上海に本社を置く中国国有の航空企業 
 商用航空機の開発・製造に焦点を当てており、リージョナル機のC909や単通路

機のC919を製造。今後中国市場において実績を積み重ね、近隣諸国への展開を
通じてAirbus・Boeingの2大メーカーが占有する市場のボリュームゾーン（単
通路機）への参入を目指す 

 機体・部品に関して、日本企業の関与はほとんどない 
 
(参考)COMAC社の企業・機体概要 
COMAC社のリージョナル機C909及び単通路機のC919は、中国国内や一部周辺国に
て運用されており、今後同社はAirbusやBoeingと並ぶ第三極となる可能性がある。 

 
 
エンジンOEMの売上高シェアと主な搭載機種 
Airbus・Boeing機のエンジンは3大OEMであるGeneral Electric社（以下GE）、Pratt 
& Whitney社（以下P&W）、Rolls-Royce社（以下RR）とそれらメーカーによる合弁
企業により供給されており、GEはBoeing機、P&W・RRはAirbus機でのシェアが大き
い。詳細は以下のとおりである。 
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 アメリカのGE 、P & W、 
及びイギリスのRRの3社で5割以上のシェアを有する 

 GEとP& Wは合弁企業であるEngine AllianceにてA380向けエンジンGP7200を
製造 

 フランスのSafranは、GEとの合弁企業であるCFM Internationalにて、単通路
機向けエンジンCFM56、及びLEAPを製造 

 ドイツのMTU Aero Enginesは、P& Wや日本のJAEC*1等 
との合弁企業であるInternational Aero Engines（IAE）にて、 
A320シリーズ向けエンジンV2500、及びPW1100G-JMを製造 

 

 
豊田通商作成 
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主要エンジンメーカーの概要と日本企業の関与 
日本企業はTier 1やTier 2として製造に関与しているケースが大半だが、OEMとして
JV参画しているIAE社はA320シリーズにエンジンを供給しており、 3～4割程度の市
場シェアを有している。 
 
【CFM International】 
 フランス・パリに本社を置く、GEとフランスのサフランの合弁事業（持分比

率は双方50%） 
 Airbus A320シリーズ、及びBoeing 737シリーズ等に搭載されるCFM56、
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LEAPエンジンを製造 
 日本のAeroEdge社（栃木県）とチタンアルミ製低圧タービンブレードの量産契

約を結ぶ（LEAPエンジンの35%に供給） 
 

【GE：General Electric】 
 総合電機メーカーの老舗。航空エンジン事業を「GE Aerospace」として事業展

開、GE90やGEnx等のエンジンを製造 
 日本からはJAECが30%のプログラムシェアにてCF34の開発・製造を行うほ

か、 GE9Xの一部設計・製造に関与（シェア10.5%） 
 

【P&W:Pratt & Whitney】 
 現在はRTX Corporationの傘下として、PW4000シリーズやPW1000Gシリーズ

等のエンジンを製造 
 日本の大同特殊鋼がPW1000Gシリーズ用のニッケル合金製鍛造品の製造認定

をアジアで初めて取得し、群馬県渋川市の工場にて量産 
 

【Engine Alliance】 
 GEとP& Wの合弁企業（持分比率は双方50%） 
 Airbus A380に搭載されているGP7200エンジンを製造 
 日本からはIHIが一部部品製造に関与 

 
【International Aero Engines】 
 P& W（アメリカ）、Rolls-Royce（イギリス）、MTU Aero Engines（ドイ

ツ）、JAEC（日本）による合弁企業 
 Airbus A320ceoシリーズ向けV2500エンジンと同A320neoシリーズ向け

PW1100G-JM （IAE LLC）エンジンを製造 
 日本からはJAECが参加しており、比率は2機種ともに23%。設計・製造のほ

か、国内においてMROも実施 
 

【RR:Rolls-Royce】 
 英国の航空・船舶エンジンメーカー。Boeing 787に搭載されているTrent1000

やAirbus A350に採用されているTrent XWB等、Trentシリーズのエンジンを製
造 

 日本からは川崎重工業、三菱重工航空エンジンがTrent1000の製造に関与（川
崎重工業はTrent XWBの製造にも関与） 
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4.2. 日本と競合国の強み分析 
 
日本と競合国の強み分析の考え方 
日本の航空機産業は、Airbus・Boeing両社へのサプライヤーとして一定の技術力と信
頼性を有し、国際的なサプライチェーンにおいて重要な役割を担っている。他方で、
日本は単通路機の製造工程への関与が限定的であり、機体OEMを自国に保有しないこ
とから、産業全体の生産額および従事者規模は競合国と比較して小さいという構造的
課題を抱える。そのため、国際競争力を評価するにあたっては、①生産額の規模、②
サプライチェーンの規模、③技術力の水準、④人材基盤の充実度、⑤政府支援の充実
度という五つの観点から、各国が有する強みを比較分析する必要がある。 
 
具体的には、生産額および企業規模の大きさ、主要機種の開発・製造における参画
度、特殊工程認証の取得状況、人材供給力や教育基盤の強さ、さらに政府が展開する
産業振興策や支援制度といった構成要素が国際競争力の差異を規定する。これらの観
点に基づく評価は、日本の航空機産業が将来的にどの領域で強みを発揮しうるか、ま
た競合国に対してどの分野で差別化を図るべきかを検討する上で不可欠である。 
 
【目的】 
国内サプライヤーの海外進出や競争力強化を念頭に、日本と8 
の航空機産業が現時点で有する強みを多角的に分析・把握する 
※競合国：アメリカ・イギリス・ドイツ・フランス・イタリア・中国・韓国 

 

 
8 機体およびエンジンの OEM や主要 Tier1 を要する欧米諸国およびアジアの競合国として中国と韓国を選定 
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【分析結果】 
①生産額の規模 
 生産額では中国・アメリカが他国を圧倒的にリード、日本は機体・エンジンの

最終組み立てが少なく生産額も小さい 
 日本は欧米のOEMへの部品や素材、装備品の供給が中心で、生産額は

機体・エンジンOEMを擁する欧米各国より少ない 
 日本は長らく輸入超過で、コロナ禍後の輸出額回復の遅れは単通路機需

要が拡大する中、関与が少ないことに関連と想定 
 
②サプライチェーンの規模 
 機体製造において、日本企業は特に機械加工品や素材に強みを有し、Boeingの

双通路機を中心に様々な部品を供給 
 一方、Airbus/Boeing両社の売れ筋である単通路機製造への関与は少な

い 
 欧州各国の企業は両社に多くの部品・装備品を供給するとともに、イギ

リス・イタリアを除く各国は機体の最終組立も実施 
 エンジン製造において、日本企業は3大OEMのパートナーとして単通路機向け

から双通路機向けまで幅広いエンジンに関与 
 競合各国も基本的には3大OEMとの共同開発に参画する中、中国は自国

製エンジンの開発を進める 
 
③技術力の水準 
 特許公開数では中国・アメリカが他国を圧倒的にリード、日本は第3位で続

き、エンジン材料や製造技術、飛行や電源の制御技術等、航空機やエンジンの
製造・開発における先端技術に強み 

 Nadcap認証の取得企業数ではアメリカが全体の約半数を占め、以降イギリス、
フランス、中国、日本が続く 

 中国はA320最終組立工場開設や、COMAC社の機体開発・生産が進むにつれ取
得企業数が増加し、2009年には日本を抜きアジア最多に 

 
④人材基盤の充実度 
 日本の製造業従事者数は中国・アメリカに次ぐ規模である一方、航空宇宙工業

の従事者数は競合7カ国中6位と少ない 
 航空宇宙工業の従事者割合は製造業全体の5%前後 
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 イギリスの製造業従事者数は競合国の中で最も少ない一方、航空宇宙工
業の従事者は日本の約3倍程度 

 
⑤政府支援の充実度 
 各国とも補助金・人材・税制・DX・国際展開の各分野で政策を展開 

 日本・欧州は産学官連携と国際共同開発、アメリカは民間主導のイノベ
ーション推進、中国は国家主導の巨額支援、 
韓国は新分野の市場先取りと技術の自立化推進が特徴 

 各国ともに今後の航空機産業にとって不可避である脱炭素・電動化・新
素材・SAF等のテーマに係る研究開発に対し、多額の補助金・助成金の
拠出を通じ大規模に支援 

 
日本は完成機事業を頂点とするバリューチェーンが揃っておらず、事業環境は欧米ほ
ど整っているとは言えない一方で、OEMのパートナー・サプライヤーとして培ってき
た「技術力」、「サプライチェーン」、「品質」、「安全性」といった強みを有する
と言える。 
 
主要国の航空宇宙工業生産額*1 
航空宇宙工業の生産額では中国・アメリカが他国を圧倒的にリードしている中、日本
は機体・エンジン共に最終組立が少ないこともあり、欧州各国と比して生産額は小さ
い。 
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日本の航空機関連の輸出入額バランス 
航空機関連の輸出入においては輸入超過が続いており、2023年時点の輸入額は輸出額
の約2.3倍で、品種別では特にエンジン関連の輸出入の割合が大きい。 
特にコロナ禍後の輸出額の回復の遅れは、単通路機需要が拡大する中で機体生産への
関与が少ないことに関連があると想定（一方エンジンにおいては単通路機向けから双
通路機向けまで幅広く関与しており、輸出でも機体関連を約540億円上回っている）さ
れる。 

 
 
民間航空機市場における日本の役割（Airbus機関連） 
Airbus機の製造に対する日本企業の参画状況を概観すると、その関与は限定的であ
り、特にA320シリーズにおいて顕著である。A320はAirbusの主要な量産機種であるに
もかかわらず、日本企業はプログラムパートナーとしてではなく、サブコンやサプラ
イヤーとして上位Tier企業およびAirbus本体に対し装備品や素材を供給する立場にと
どまっている。 
 
この背景には、同機種の生産方式が欧州中心のサプライチェーンにより構成されてお
り、外部企業による参画余地が構造的に制約されている点がある。一方、双通路機で
あるA350に関しては、Airbusが製造工程の外部委託を拡大したことにより、日本企業
が供給可能な領域が相対的に広がった。結果として、日本企業は依然として限定的な
品目に限られるものの、装備品を中心に重要コンポーネントの提供を実施している。
このように、日本企業の参画度は機種ごとに大きく異なり、とりわけ単通路機では参
入機会が制約されている一方、外部調達比率の高い機種では一定の役割を担い得る構



56 

 

造が形成されている。これらの事実は、今後のサプライチェーン戦略において、日本
企業がどの領域で競争力を発揮し得るかを検討する上で重要な示唆を与える。 
 

 
 
民間航空機市場における日本の役割（Boeing機関連） 
Boeing機の製造における日本企業の参画状況を概観すると、Airbus機と比較してその
関与度は格段に高い。特に双通路機であるBoeing 787においては、日本企業がプログ
ラムパートナーとして参画し、主翼や中央翼といった主要構造部品の製造を担うな
ど、上位Tierとして極めて大きな役割を果たしている。また、装備品分野においても
日本企業は広範に供給を行っており、センサー類、アクチュエーター、着陸装置部
材、電子機器等、多様な品目にわたりサプライヤーとして貢献している。これらの背
景には、日本企業が長年にわたり培ってきた炭素繊維および炭素繊維複合材の製造技
術、ならびに高精度機械加工技術における国際的競争力が位置づけられる。実際、日
本企業は単通路機であるBoeing 737においても、内外装品、油圧機器、制御装置とい
った領域で重要部品を供給しており、機体規模やモデルを問わず構造部品および各種
装備品の製造に広く関与している。このように、日本企業は素材・構造部品・装備品
の三領域において強固な供給能力を確立しており、Boeingのグローバルサプライチェ
ーンに不可欠な存在として位置付けられている。 
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機体製造への各国の関与（Airbus機） 
Airbusは、特にA350プログラムにおいて製造工程の外部委託を積極的に進めており、
従来欧州域内で完結していたサプライチェーン構造を国際的に拡張している。その中
でも中国企業の関与が顕著であり、たとえば中国の主要サプライヤーであるCAC
（Chengdu Aircraft Corporation）およびHHACMC（Harbin Hafei Airbus Composite 
Manufacturing Centre）は、A350の翼構造部材および胴体の一部セクションを担当
し、Airbus機製造における重要工程を担っている。これらの企業は、複合材部品の製
造能力や大型構造物の加工能力を背景に、Airbusのアウトソーシング戦略における中
核的役割を果たしている。A350は高性能複合材の使用比率が高い機体であり、この特
徴が欧州域外企業の活用を促進した一因とも解釈される。すなわち、Airbusは最新機
種において、品質・技術要件を満たす国際サプライヤー群を積極的に組み込み、供給
網の多様化および生産能力の拡張を試みているといえる。この動向は、航空機製造に
おける国際分業の深化を示すとともに、欧州以外の企業が高付加価値工程に参入し得
る環境が形成されつつあることを示唆する。 
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機体製造への各国の関与（Boeing機） 
Boeing機の製造においては、日本企業が広範に参画しているのみならず、欧州および
アジアの多様なサプライヤーが関与する国際分業型サプライチェーンが形成されてい
る。特にアジア地域では、中国企業が尾翼などの重要な後部操舵系部品の製造を担当
し、韓国企業は主翼翼端および787後部胴体セクションの製造を担うなど、複数国が機
体構造の中核工程に参画している点が特徴的である。この構造は、Boeingが生産効率
向上とリスク分散を目的に、各国の技術特性と製造能力を最適に組み合わせる戦略を
採用していることを反映している。特に高精度複合材加工や大型構造部品製造の領域
では、アジア企業の技術的進展がサプライチェーン拡大を後押ししている。結果とし
て、Boeing機の製造は単一国への依存を避けつつ、広範な国際供給網によって支えら
れる生産体制へと高度化している。このような多国間連携型製造モデルは、航空機産
業におけるグローバル・サプライチェーンの進化を示す代表例であり、今後の産業構
造・国際分業の方向性を示唆するものとなっている。 
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機体製造への各国の関与（COMAC機） 
COMAC C919における国産化比率は約15％にとどまり、Airbus A320やBoeing 737と
比較して依然として低水準である。しかし、この事実は同時に、中国が航空機製造に
不可欠なインテグレーション能力—すなわち、多国籍サプライヤーから供給される多
数の部品・装備品を統合し、機体として成立させる総合的生産管理能力—を獲得しつ
つあることを示唆している。現状、C919は85％を輸入部品に依存しており、エンジ
ン、アビオニクス、飛行制御系等の主要コンポーネントは欧米企業が供給している。
しかし、米中貿易摩擦の長期化と技術供給制限の強化は、中国に対しサプライチェー
ンの再構築を迫る圧力として作用している。特に米国製部品への依存はリスク増大要
因とされ、今後は国産化比率の引き上げ、または欧州企業を中心とした代替調達ルー
トへのシフトが進む可能性が高い。このように、C919は依然として輸入依存型の産業
構造にある一方、中国は機体統合作業を通じて核心的な製造能力を蓄積しており、地
政学的環境の変化を背景に国産化およびサプライチェーン多極化を加速させる局面に
あると評価できる。 
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エンジン製造への各国の関与 
民間機用エンジン市場における開発体制は、GE、P&W、RRの三大エンジンOEMが
主導する国際共同開発構造を基盤としており、欧州や日本を含む複数国の企業がパー
トナーあるいはTier1として参画する多国間協調モデルとして特徴づけられる。これら
の共同開発体制では、各企業が高度な技術領域を分担し、エンジンの性能・信頼性・
耐久性の向上を図る仕組みが確立している。この枠組みのなかで、日本企業は素材開
発、精密加工、燃焼・圧縮系コンポーネント等に強みを発揮し、三大OEMの国際共同
開発パートナーとして確固たる地位を築いている。さらに、多くの日本企業がTier1・
Tier2サプライヤーとして重要部品の供給を担い、エンジン製造サプライチェーンの中
核的役割を果たしている点は特筆される。一方、中国においては、COMAC向けの国
産エンジン開発が進展しており、C919の将来型エンジンとしてCJ-1000Aの開発が進め
られるなど、独自のエンジン開発能力の獲得に向けた動きが活発化している。これら
の動向は、国際共同開発を中心とする西側の成熟したエンジン産業構造に対し、中国
が独自技術確立を志向することで、将来的にサプライチェーンの再編や競争軸の変容
をもたらす可能性を示唆する。 
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国別の航空宇宙関連特許数 
中国は2000年以降、民間航空機の開発・製造を国家戦略として推進し、その過程で航
空輸送技術に係る特許の公開件数が急速に増加している。具体的には、同期間に公開
された特許は約52,000件に達し、これは公開件数第2位であるアメリカの約1.5倍、第3
位の日本の約5倍に相当する。 
 
この特許公開数の急伸は、C919に代表される国産機開発を支える要素技術の蓄積、複
合材や航空電子、推進系技術などの研究開発投資の拡大、さらには軍民融合政策の下
での研究機関・企業連携の強化等を背景としている。特に航空宇宙分野を重点産業と
して位置づけた政策的支援が、特許出願の量的拡大を後押ししてきたと考えられる。 
 
一方、アメリカは依然として革新的技術の開発力を保持し、大学・研究機関を中心と
したエコシステムが技術の質的優位を支えている。日本も素材・部品領域で強みを有
しつつ継続的な特許創出がみられるが、量的には中国との差が拡大している。以上よ
り、中国における特許公開件数の突出は、航空機産業の急速なキャッチアップと技術
的自立化を示す指標として解釈できる。
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企業・研究機関別の航空宇宙関連特許数 
企業別の航空宇宙関連特許公開数に着目すると、上位は欧米の機体・エンジンOEMが
占めており、技術集積と研究開発能力における圧倒的優位が確認される。中国企業お
よび研究機関も上位に位置し、国家戦略として推進される民間航空機開発の進展を背
景に、その特許創出力が急速に拡大している。 
 
一方、日本企業では三菱重工業が17位、パナソニックホールディングスが21位、三菱
電機が25位に位置しており、量的には欧米・中国に劣るものの、質的に高度な技術領
域で強みを発揮している点が特徴的である。具体的には、エンジン用耐熱材料、複合
材、機械加工技術などの製造技術、ならびに飛行制御・電源制御といった航空機運航
の中核を構成する技術分野において高い競争力を保持している。これらの技術は、国
際共同開発におけるサプライヤーおよびTier1としての重要性を支える基盤となってい
る。総じて、日本企業は特許数では主要国に及ばないものの、航空機およびエンジン
製造における先端領域で独自の技術的優位性を確立していると評価される。 
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国別のNadcap認証取得企業数 
航空産業における特殊工程の国際的認証制度であるNadcap認証の取得状況を国別にみ
ると、全取得企業の約半数をアメリカが占め、これに続くのは完成機メーカーを擁す
る欧州諸国である。一方、アジア諸国では中国が最多の取得企業数を有しており、同
国の航空機製造能力の向上や航空産業育成政策が認証取得を後押ししていることが示
唆される。 
 
Nadcapは航空・宇宙・防衛産業において要求される特殊工程の品質保証に不可欠とさ
れ、その取得数は各国の製造基盤の成熟度を反映する指標とも位置付けられる。ま
た、Nadcapの認証ルールおよび基準策定に関わる議決メンバーで構成され、主にサプ
ライヤー側に認証取得を要求する立場の「Subscribers」には、日本から三菱重工業、
川崎重工業、IHIが参加している。さらに中国からはCOMACも加わり、自国産業の品
質基盤強化に向けて国際基準策定に関与している点が注目される。これらの動向か
ら、Nadcapを巡る国際構造は、航空産業における品質競争力の源泉を各国がいかに確
保しようとしているかを示す重要な指標であるといえる。 
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国別の製造業従事者数に占める航空宇宙工業従事者*1 
国別の製造業従事者に占める航空宇宙工業従事者の割合を比較すると、日本は製造業
全体の従事者数では中国およびアメリカに次ぐ規模を有する一方、航空宇宙工業に従
事する人材の比率は極めて低い水準にとどまっている。 
 
具体的には、日本の航空宇宙工業従事者は製造業全体の0.3％程度であり、これは製造
業従事者数が日本より大幅に少ないイギリスの同産業従事者数の約3分の1にすぎな
い。同様に韓国においても比率は1％未満であり、欧州主要国と比較して航空宇宙分野
への労働力配分が著しく限定されている。 
 
この構造的特徴は、日本および韓国が高付加価値製造業を幅広く抱える一方で、航空
宇宙産業における専門的人材の育成・確保が十分に進んでいないことを示唆する。ま
た、欧州では製造業全体の従業者数が比較的小さい国であっても航空宇宙工業に従事
する人材比率が高く、同分野を基幹産業として位置づけている産業構造が反映されて
いるといえる。以上より、日本および韓国は製造業基盤の規模に比して航空宇宙分野
の人材集積が乏しく、競争力強化に向けて人材政策を含む産業育成施策が重要な課題
として浮かび上がる。 
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航空産業関連施策の分類 
各国政府の政策方針は、主に補助金支援、人材支援、税制支援、DX支援、国際展開支
援の5カテゴリーに集約され、整理すると以下のとおりである。 
 
施策例 
【補助金支援】 
 製造施設の建設や拡張、設備の更新、R&D活動等を支援するための補助金や助

成金の提供 
 
【人材支援】 
 航空機産業に必要な技術者や専門家の育成を支援するための教育・訓練プログ

ラムの提供 
 航空機産業との連携を強化する学術機関や教育機関の支援 
 大学や研究機関との協力プログラムの創設 

 
【税制支援】 
 航空機製造業者の設備投資や研究開発に対する減税や税制優遇措置の導入 
 資産償却の特例等の提供 

 
【DX支援】 
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 デジタル技術活用による生産性向上（スマートファクトリー・スマートマニュ
ファクチャリング）の支援 

 産業のデジタル化・デジタルツイン導入の支援 
 
【国際展開支援】 
 海外企業との国際共同開発の推進 
 輸出貿易金融や輸出信用保険の提供 

 
 
国別の航空産業関連施策の概要 
日本においては、「航空機産業戦略」に基づき、航空機開発に不可欠なインテグレー
ション能力の獲得、単通路機を中心とするボリュームゾーン市場での成長、新興分野
における競争力強化を目的とした多面的施策が展開されている。これらの施策は、補
助金支援、専門人材育成、税制優遇、デジタル化（DX）推進、国際展開支援の五領域
を中心に構成されており、産学官連携を軸に国内企業の技術力向上とサプライチェー
ン強靭化を図る点に特徴がある。 
一方、競合国の政策動向を見ると、欧州諸国は国際共同開発や研究機関との連携を積
極的に推進し、技術標準化や環境対応を重視した制度設計を行っている。アメリカで
は、大学・研究機関・民間企業が形成するイノベーションエコシステムが中心的役割
を担い、政府は市場形成や基盤研究支援に留まり、民間主導での技術革新が制度全体
を牽引している。こうした比較から、日本の航空産業政策は、技術力の底上げと産業
基盤の持続的強化を重視しつつ、欧米とは異なる形で国家主導による体系的支援を特
徴とするといえる。 
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各種情報にて豊田通商作成 
 

中国は国産航空機の研究開発および製造を国家戦略として位置づけ、補助金、税制優
遇、研究開発投資、人材育成、インフラ整備など、あらゆる政策手段を総動員した大
規模支援を展開している。この包括的支援体制は、C919・C929といった国産機開発
の推進力となり、部品国産化やサプライチェーン強化を加速させる基盤となってい
る。 
一方、韓国はSAF（持続可能な航空燃料）やUAM（Urban Air Mobility）等の新規分
野を未来産業として位置づけ、関連技術開発支援や試験環境整備を積極化している。
また、航空機部品・エンジン技術における自立性獲得を中長期的目標とし、研究機
関・企業連携を通じた技術基盤強化も進めている。 
 
欧州諸国は、伝統的に産学官連携と国際共同開発を基盤とした政策体系を維持してお
り、環境技術・デジタル化・高度製造技術など、航空産業の構造転換を見据えた支援
を継続している。 
 
以上より、主要国の航空産業政策は、中国が国家主導型の巨額支援、韓国が新規市場
の先取りと技術自立化、欧州が国際連携と技術標準の主導という特徴的アプローチを
それぞれ採用していることが明らかである。 

 
各種情報にて豊田通商作成 

 
国別の航空産業関連補助・助成の例 
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各国ともに、今後の航空機産業にとって不可避である脱炭素・電動化・新素材・SAF
等のテーマに係る研究開発に対し、多額の補助金・助成金の拠出を通じ大規模に支援
している。 
 
【日本】 
 グリーンイノベーション基金事業 

「次世代航空機の開発」 
（210.8億円）：電動化・複合材・水素航空機・SAF等の研究開発を支援 

 「脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金（次期航空機開発等支援事
業）」（868億円）： 
次期航空機開発プロジェクトにおけるインテグレーション能力の獲得、及び
MRO拠点整備を含む一貫した事業実施能力の獲得を目指す 

 
【アメリカ】 
 Electric Powertrain Flight Demonstration program： NASAは2021年9月に、

2026年までのハイブリッド電動推進の開発実証のため、GEやMagniX等に対す
る$253Mの支援を発表 

 Sustainable Flight Demonstrator project：NASAは2023年1月に、TTBW（遷音
速トラス支持翼）の開発実証のため、Boeing等に対する7年間で$425Mの支援
を発表 

 
【イギリス】 
 Aerospace Technology Institute 

 （ATI） Programme：年間数億 
ポンド規模でゼロエミッション航空機や先端複合材、電動推進技術等の研究開
発を支援。2014年の設立以降、£3.2Bの予算で343ものプロジェクトを組成 

 イギリス政府は2022年3月に、今後 
3年間の予算として£685Mの拠出を発表。エンジン技術開発、主翼設計・量産
技術、次世代システム、装備品の研究に当てられる 

 
【フランス】 
 政府主導の航空宇宙産業復興 

パッケージとして、2020年に€15B規模でAirbus等の脱炭素・新技術開発（ハ
イブリッド機、SAF、生産設備の近代化等）を支援 
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【ドイツ】 
 LuFo（Luftfahrtforschungs-programm）：連邦経済 

エネルギー省が環境技術・デジタル化・新材料開発等に年約€200M規模の補助
金を交付 

 
【イタリア】 
 再興・回復のための国家計画（PNRR）および宇宙産業支援基金：航空宇宙分

野の研究開発・デジタル化・スタートアップ支援に2026年までに約€7.3B規模
の補助金を投入 

 
【中国】 
 国家戦略下の巨額補助金：COMAC等国有企業に対し、 

水素航空機や電動化技術、次世代大型機の開発に数十億ドル規模の 
直接補助金・融資保証を実施 

 
【韓国】 
 韓国航空宇宙研究院（KARI） 

主導の研究開発支援（航空宇宙産業振興政策、及び韓国航空宇宙技術開発プロ
ジェクト）：年間数千億～1兆ウォン規模を次世代航空機やドローンeVTOL、
航空機部品の研究開発に投入（2023年は約1兆ウォンを投入） 

 

4.3. 想定シナリオを基にした将来予測 
前段の調査・分析結果、昨今の技術トレンド、世界情勢等を踏まえ予め前提を置いた
うえで、機体・エンジンそれぞれに係る想定シナリオを設定し、将来予測を行った。 
 
想定シナリオを基にした将来予測の考え方 
① シナリオ前提設定 

前段の調査・分析結果（グローバルでの民間航空市場構造の特定／日本と競合国の
強み分析）や昨今の技術トレンド、世界情勢等も踏まえ前提を設定 

② 前提・前段の調査結果に基づくシナリオ設定 
設定した前提、及び前段の調査・分析結果を踏まえ、機体、及びエンジンそれぞれ
に係る想定シナリオを設定 

③ シナリオに基づく将来予測 
設定された想定シナリオ、及び前段の調査・分析結果を踏まえ、機体、及びエンジン
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それぞれに関する市場の変化を予測 
 
想定シナリオ策定に係る前提 
想定シナリオの策定に際しては、前段の調査・分析結果や昨今の技術トレンド、世界
情勢等も踏まえ、経済・環境・技術・地政学・消費者行動の5つの観点から予め前提を
設定 
【将来予測の対象スパン】 
2035年頃まで 

 Airbusが水素航空機を2035年頃に上市予定で、少なくとも当該時期まで
は既存航空機が主流であり続ける 

 航空機産業戦略」では「2035年以降の次世代航空機において、海外
OEMと伍する立場として国際連携での完成機事業参画を目指す」とさ
れており、少なくとも当該時期までは日本企業の市場における立ち位置
が劇的に変化する可能性は低い 

 
 
前段の調査・分析結果を踏まえた将来シナリオ（仮説） 
機体・エンジンの生産拡大の必要性が高まり、生産拠点の新増設、及びサプライチェ
ーン強化策としての日本企業の関与増加、中国・COMACの向上等の変化が生じると
想定される。 
 
【（グローバルでの民間航空市場構造の特定）の調査・分析結果サマリ】 

 今後約20年間は市場が継続的に成長し、42,400~44,000機の 
新造機需要が存在。うち単通路機が33,400機を占める 

 新造機需要はアジアと中国で世界の約半分を占める 
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 需要と受注残、生産レートに鑑みた場合に、特に高需要地域に 
おいて更なる製造拠点が必要となる可能性有 

 中国ではCOMAC社が単通路機を生産しており、現状は中国と 
一部周辺国のみが市場であるものの、今後Airbus・Boeing両社と 
単通路機市場で比肩する存在となる可能性を含む 

 
【（日本と競合国の強み分析）の調査・分析結果サマリ】 

 日本はOEMを有さず、生産額や人材規模では競合国に劣る一方、 
機体・エンジンの開発・製造パートナーとして培った技術力、サプライ
チェーン、品質、安全性等の強みを有している 

 特にBoeingの双通路機を中心に、素材や機械加工品、様々な 
部品を供給している 

 エンジン製造においては3大OEMのパートナーとして、単通路機向け 
から双通路機向けまで幅広いエンジンに関与 

 
【将来に向けた想定シナリオ（仮説）】 
＜機体＞ 

 Airbus・Boeingともに現状の生産レートでは需要を満たしきれ
ず、 アジア諸国等の高需要地域に最終組立工場や、構造品の生
産拠点が設置される 

 既存サプライチェーンだけでは増産を実現できず、既にBoeing
の双通路機生産で実績のある日本企業に、Airbus機・単通路機
への関与機会が発生 

 COMAC社の欧米依存度が低下し、中国における産業基盤が拡
大するとともに、C919の海外輸出開始によりAirbus・Boeing両
社との競争が本格化 

＜エンジン＞ 
 パターン1：既存のRSP（Risk and Revenue Sharing Partner）体

制が維持され、市場の増産要求に応えるため、技術・設備を有
する既存生産拠点の拡充が為される。 
（＝新興国に拠点は広がらず、OEM・Tier 1所在国を中心とし
た製造が継続） 

 パターン2：既存のRSP各社だけでは市場の増産要求に応えるこ
とが困難となり、高需要地域等の新興企業とOEM・Tier 1の合
弁企業が設立され、コモディティ品やデジタルファブリケーシ
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ョン品*2の製造等が実施される 
 
想定シナリオを基にした将来予測サマリ：機体（仮説） 
将来の民間航空機市場においては、世界的な需要増大に伴い、高需要地域における製
造開始および生産能力拡大、ならびにそれを支えるサプライチェーンの強化が不可避
となると予測される。また、従来の二大機体OEMであるAirbusおよびBoeingに加え、
COMACが本格的に競争に参入することで、市場構造はより多極化し、技術・供給
網・価格競争の各面で変動が生じる可能性が高い。このような環境変化の中で、日本
の技術優位性は中国をはじめとする新興国の台頭により相対的に低下することが想定
される。しかし、日本企業はTier1として培ってきた製造実績、品質保証、サプライヤ
ー管理能力が国際的に高く評価されており、OEMが高需要地域へ生産拠点を拡大する
際には、現地企業の取りまとめ役や技術・品質向上の支援役としての参画が期待され
る余地が大きい。他方、日本企業が長期的に次世代航空機開発において海外OEMと対
等な立場で参画するため、インテグレーション能力の獲得や高度設計能力の蓄積が不
可欠である。したがって、日本企業は短期的にはサプライチェーン支援の中核とし
て、長期的には国際共同開発の主要プレイヤーとしての地位確立を目指すことが求め
られる。 
 

 
 
想定シナリオを基にした将来予測サマリ：エンジン（仮説） 
民間航空エンジン事業は、開発に莫大な資金と長期間にわたる研究・試験を要し、加
えて厳格な認証制度や高度な品質保証体制が求められる分野である。このため、技術
的・事業的リスクを単独企業で負担することは現実的ではなく、GE Aerospace、Pratt 
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& Whitney、Rolls-Royce といった大手 OEM を中心に、複数企業が投資とリスクを分
担する国際共同開発が主流となってきた。こうした枠組みの中では、各社が担当モジ
ュールや技術領域に応じて参画し、エンジン販売および修理収益から損益が配分され
る RSP（Risk and Revenue Sharing Partner）方式が確立されている。 

 

特に既存の Tier 1 企業は、過去の開発プロジェクトを通じて蓄積された高度な技術力
と信頼性を背景に、OEM と長期的なパートナーシップを形成し、主要コンポーネン
トの開発・製造を継続的に担っている。一方、新興企業が新たに RSP としてエンジン
開発や製造の中核工程に参画することは、巨額投資負担、認証要件の厳格さ、品質保
証体制構築の難易度といった観点から依然として極めて困難である。この結果、将来
においても民間航空エンジン市場は、既存の大手 OEM および主要 Tier 1 企業による
寡占的構造が維持される可能性が高いと考えられる。 

 

もっとも、需要拡大およびサプライチェーン強靭化の要請を背景に、周辺領域では変
化の兆しも見られる。特に需要が拡大する地域においては、供給リスクの分散やコス
ト最適化、さらにはエンジン販売時の市場アクセス向上を目的として、部品製造拠点
の新設が進む可能性が指摘されている。これらの拠点は、OEM や Tier 1 企業と現地
企業との合弁会社として設立され、コモディティ部品やデジタルファブリケーション
品など、高度な専有技術を必要としない領域を中心に生産が行われることが想定され
る。 

 

とりわけアジア諸国における航空需要の拡大を踏まえると、現地調達率の引き上げや
ローカル企業育成を目的としたサプライチェーン再編が今後加速する可能性が高い。
以上より、民間航空エンジン分野においては、中核技術およびRSPを伴う開発体制は
既存大手が引き続き主導する一方で、周辺・非中核領域では地域分散型の供給体制へ
の移行が進展していくことが予見される。
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豊田通商作成 

 
各社の受注残と生産レート 
Airbusは約8,700機、Boeingは約6,300機もの膨大な受注残を抱えているが、両社の年
間納入機数はその1/10にも満たない水準に留まっている。この受注残規模と、将来の
航空需要増大を踏まえると、両社にとって生産能力の増強は不可避であり、既存の生
産レートでは需給バランスの改善が困難であると考えられる。実際、現行の生産体制
を維持した場合、現在積み上がっている受注残だけでも解消には10年以上を要する見
通しであり、エアライン各社は機材更新・増備の遅延リスクに直面している。このた
め、納入待ち期間の適正化に向けた要求が機体OEMに対して一層強まることが予測さ
れる。さらに、生産レート引き上げには、上流工程から下流工程までのサプライチェ
ーン全体の能力強化が不可欠であり、部素材供給、部品加工、最終組立のいずれにお
いてもボトルネックの解消が求められる。以上より、OEMは増産体制の構築と供給網
強靭化を急ぐ必要性が高まっており、これが今後の産業構造やサプライチェーン再編
にも影響を与える可能性がある。 



75 

 

 
 
各社の地域別納入機数 
2024年の地域別納入機数を見ると、新造機の約9割が北米、欧州、APAC＋中国に集中
しており、特にAPAC+中国は世界的な航空需要拡大を牽引する主要市場となってい
る。しかし、AirbusおよびBoeingは、いずれも当該地域に機体製造拠点を保有してお
らず、生産活動の大半を欧米に依存している。そのため、アジアにおける旺盛な需要
に直接的に対応する生産体制は十分に整備されていない状況にある。今後2040年頃ま
での新造機需要予測においても、APAC＋中国は最大の需要量を示す地域と見込まれ
ており、既存の生産ネットワークのみでは需要急増に対応することは困難である。こ
のため、両社は当該地域内での生産拠点整備も含めた増産体制の構築を検討する必要
が高まっている。サプライチェーンの地理的分散によるリスク低減、物流効率の改
善、顧客対応力の向上といった観点からも、APAC＋中国における製造基盤拡充は、
今後の世界的な航空機供給網の再編において重要な戦略的課題として位置づけられ
る。 
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豊田通商作成 

 
COMAC社を取り巻く動向 
現時点において、COMAC C919は型式証明の取得状況や国際市場へのアクセス制約と
いった外部環境要因にも起因し、事実上「中国国内専用機」としての位置づけにあ
る。また、その国産化比率も約15％にとどまるなど、サプライチェーンの大部分を依
然として海外企業に依存している状況にある。一方で、中国政府は航空産業を戦略的
重点分野に据え、航空機の自主開発能力およびサプライチェーン自立化の推進を継続
しており、今後はC919の海外型式証明取得、輸出市場への参入、さらには国産化比率
の段階的向上を目指した取り組みが進展する可能性が高いと考えられる。特に、EASA
など欧州当局の型式証明を取得できれば、C919の市場展開は中国国内から国際市場へ
拡張し、機体開発能力の国際的評価にもつながる。また、米中貿易摩擦の長期化を受
け、エンジン・アビオニクス等の主要部品について国産化の加速や欧州企業への調達
シフトが進む可能性も指摘される。以上より、C919は現時点では国内市場限定的な存
在であるものの、型式証明、輸出、国産化の進展次第で、中国航空機産業の構造的自
立化を象徴する機体へと発展し得ると評価される。 
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4.4. グローバルでのサプライチェーンの課題及び対応仮説立て 
民間航空機およびエンジン製造におけるサプライチェーンの構造的特性を捉えた上
で、リスク要因の抽出および対応策の体系化が求められる。まず構造的特性として、
部品点数の多さに起因するサプライヤー層の多段階構造、品質や認証要件の厳格性に
伴う代替性の低さ、さらにグローバル分散が進む中での地政学・物流リスクの増大が
挙げられる。 
 
これらを踏まえ、サプライチェーンに影響を与え得るリスク要因として、経済動向、
地域情勢、環境規制、技術革新、社会的要因、予期せぬ突発事象といった多面的リス
クの存在が確認される。次に、サプライチェーンの主要プロセスを調達・生産・物
流・リスク管理に整理し、それぞれのプロセス特性に即した課題把握と対応策の検討
が必要となる。調達面では原材料供給不足や価格変動、生産面では工程の複雑性と自
動化の遅れ、物流面では地政学リスクや輸送コスト上昇、リスク管理面ではパンデミ
ックや自然災害への対応能力不足などが主要課題として抽出される。これらを統合的
に分析することにより、サプライチェーン全体の網羅性と整合性を担保し、構造的制
約と外的リスク双方に対応した持続可能な供給網の設計が可能となる。 
 
グローバルでのサプライチェーンにおける課題と対応策導出の考え方 
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豊田通商作成 

 
グローバルでのサプライチェーンにおける想定課題 
将来予測に沿って民間航空機・エンジン分野のサプライチェーンが変容する過程で
は、多層的かつ相互依存的なリスクが顕在化することが想定される。まず、地政学的
リスクの高まりは、特定地域に依存した部素材調達の不確実性を増大させ、供給停
止・物流遅延・コスト上昇といった影響を及ぼす。 
 
次に、需要増大と生産能力の不均衡により、需給・在庫管理の負荷が高まり、調達リ
ードタイムの長期化や在庫逼迫といった運用課題が顕著となる。また、高需要地域で
の生産拡大に伴い、新興国企業との取引増加が進むことで、品質保証・プロセス管
理・認証対応など、サプライヤー管理の複雑性が一段と高まることが予期される。加
えて、生産移転を進める際には、OEMおよびTier1企業と現地企業間の技術移転や工
程移管に関する折衝が不可避であり、知的財産管理や品質維持に関するリスクが増大
する。 
 
さらに、先端製造領域を支える熟練技術者・エンジニアの不足は、各国で共通する深
刻な制約として現れ、生産性向上や増産体制構築を阻む要因となる。以上のように、
将来予測に沿ったサプライチェーンの変化過程では、地政学・需給運用・品質保証・
生産移転・人材確保といった複合的課題が連鎖的に発生する構造を持つと考えられ
る。 
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豊田通商作成 

 
グローバルでのサプライチェーンにおける想定課題への対応策 
将来の航空機・エンジン産業におけるサプライチェーン強靭化を図るうえでは、想定
される複合的課題に対して体系的かつ多層的な対応策を講じる必要がある。まず、地
政学リスクや供給網分断への備えとして、サプライヤーの多元化および現地化の推進
が求められる。特定地域に依存した調達構造は供給停止リスクを高めるため、複数地
域への分散調達や代替材料の確保を通じてリスク吸収力を向上させることが重要とな
る。また、高需要地域における生産拡大に伴い、Tier1企業を中心とする技術支援や品
質管理能力の強化が不可欠である。新興国サプライヤーの成熟度向上のためには、
OEM・Tier1による工程管理指導や認証取得支援が効果的であり、サプライチェーン
全体の強靭化につながる。 
 
さらに、デジタル技術の活用によるサプライチェーンの可視化・最適化も重要な施策
である。調達・生産・物流データを統合し、需給変動やボトルネックを早期に把握す
ることで、運用効率の改善や迅速な意思決定が可能となる。加えて、生産移転への対
応として、段階的な技術移転や厳格な技術管理の下で現地生産体制を確立し、柔軟な
生産能力の拡大を図る必要がある。最後に、人材不足への対応として、技能継承や再
教育プログラムの強化、デジタル技能を備えた人材育成が求められる。これらの施策
を総合的に実施することで、将来のサプライチェーン変動に対応し得る強固かつ持続
可能な供給網の構築が可能となる。上記のようなグローバルでの潮流を踏まえ、
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Task2ではマレーシア及び周辺国の独自の課題及び対応策について深堀した。 

 
豊田通商作成 
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第５章 OEM サプライチェーンと地域戦略分析（Task2） 

 
 

5.1. 対象 OEM・Tier1 の選定及びプロファイル作成 

分析対象とするOEM・Tier 1企業 
本分析では、マレーシアに製造拠点を有する主要OEMおよびTier1企業群から、地域
的影響力とサプライチェーン上の重要度を踏まえ、分析対象として４社を選定した。 
選定プロセスは、各国の製造拠点配置、事業ポートフォリオ、主要取引関係、認証取
得状況などの客観的指標に基づくデスクトップ調査を中心に遂行されたものである。
特にマレーシアは、航空宇宙産業における高度部品製造の集積地として一定の成熟度
を有しており、外資系Tier1企業と現地企業の協働による生産基盤が形成されつつあ
る。この状況を踏まえ、本調査では、製造能力、技術領域の特性、地域戦略、事業再
編動向といった多角的観点から企業プロファイルを体系的に整理した。得られた企業
情報は、対象国のサプライチェーン構造の分析および将来的な協力・発展可能性の検
討における基礎データとして位置づけられる。また、選定企業の現地展開動向は、ア
ジア諸国における航空機産業クラスターの形成状況を示す指標でもあり、今後のマレ
ーシア市場の競争力評価においても重要な示唆を与える。 

 
 
UMW Aerospace Sdn. Bhd. マレーシアのコングロマリットであるUMW社が航空機産
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業部門を設立し、RRのエンジンファンケースの製造を請け負っている。現在は政府資
本が入り国策企業となっている。 
 

 
 
■ Safran（Safran Landing Systems Malaysia Sdn. Bhd.） 
Safranグループは、航空・防衛分野において50年以上にわたりマレーシアに事業基盤
を構築してきた。航空機エンジン、装備品、防衛機器分野で現地顧客・政府との関係
を深化させており、同国を東南アジアにおける重要拠点の一つとして位置付けてきた
ことが、後の製造拠点設立の前提条件となっている。2010年代に入り、アジアにおけ
る航空需要が急拡大し、AirbusやBoeingを中心とした単通路機の運航機数が増加した
ことに伴い、カーボンブレーキを含むランディングシステム製品の需要増大と、アフ
ターマーケット（整備・修理）需要の現地対応が重要課題となり、アジアにおける生
産・MRO能力の強化を検討し、マレーシアに拠点を構えた。 
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■ Honeywell Malaysia 
Honeywellは、1985年にマレーシアで事業を開始し、当初は産業・エネルギー関連分
野を中心に拠点を構築してきた。その後、マレーシアをアジア市場向けの重要拠点と
位置付け、政府機関との連携を通じて事業領域を段階的に拡大してきたことが確認さ
れている。2000年代に入り、アジアにおける航空需要の拡大、特に商業機・ビジネス
機・軍用機向けアビオニクス需要の増加を背景に、Honeywellは航空分野における製
造・供給体制の地域分散を検討し、コスト競争力、技術人材の集積、アジアへの地理
的優位性を備えるマレーシアが、航空分野の製造拠点として選定された。
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■ Spirit Aerosystems Malaysia Sdn. Bhd. 
Spirit AeroSystemsは、2005年にBoeingの民間機胴体・構造部門の分離独立により設立
された、世界有数のTier 1エアロストラクチャー・サプライヤーであり、設立当初は
米国および英国（Prestwick）拠点を中心に事業を展開していたが、主要顧客である
BoeingおよびAirbus向けの生産量拡大に伴い、生産能力の拡張と地域分散が経営上の
重要課題となった。 Spirit AeroSystems Malaysia拠点は、英国Prestwick工場の生産能
力拡張ニーズを直接の背景として設立され、Prestwick工場での生産増加を補完し、コ
スト競争力と供給能力を確保するため設立された。 
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86 

 

5.2. 機体/エンジン OEM・Tier1 の地域戦略に関する情報収集・分析 

 
前段のタスクにおいて調査対象として選定した機体・エンジンOEM・Tier1の調査対
象4社の地域・各国戦略について調査・分析し、後段の国別サプライチェーン評価に繋
げる。 
 
【目的】 
本分析で選定した4社におけるアジア諸国における戦略を調査・分析し、各社における
当該地域・国の現時点での位置づけを把握する。 
 
調査対象4社の対象国戦略の調査観点 
【現地地点】 
 アジア諸国をどのように位置づけ、対象国各国の拠点配置（位置・役割）はど

のようになっているか 
【技術・製品展開】 
 対象国各国でどのような技術・製品・サービスを展開しているか 
 地域内でも技術や製品展開戦略に顕著な差異は存在するか 

【現地提携先】 
 対象国各国において、どのような企業と何のために提携しているか 

【規制対応】 
 対象国各国において、特筆すべき規制・ルールは存在するか 
 当該規制・ルールに対して、どのような対応を取っているか 

【人材育成・雇用】 
 アジア諸国をどのように位置づけ、対象国各国においてどのような人材育成・

雇用方針（・施策）を取っているか 
【財務状況・収益性】 
 アジア諸国をどのように位置づけ、対象国各国における売上規模や収益性はど

うなっているか 
 地域内でも売上規模や収益性に顕著な差異は存在するか 

 
対象OEM/Tier1の地域・対象国戦略サマリ 
本分析で選定した4社における地域展開動向を俯瞰すると、いずれの企業もベトナムお
よびインドネシアにおいては営業拠点またはサービス拠点の配置に留めており、直接
的な製造能力の構築には踏み込んでいない点が特徴的である。一方で、製造機能の中
核はマレーシアおよびタイに集約されており、両国がアジア諸国における主要な生産
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拠点として位置付けられていることが確認される。 
 
具体的には、複合材部品、機体構造部品、エンジン関連部品といった高度加工領域に
おける製造拠点がマレーシアに集中し、タイも内装部品など特定領域でサプライチェ
ーンが形成されている。しかしながら、これらの拠点拡大に関する大規模投資計画は
確認されず、企業は既存設備の活用および限定的な能力増強に留めている。こうした
状況は、当該企業群がアジア諸国において効率性や既存ネットワークの維持を重視
し、短期的には積極的なキャパシティ拡張を志向していないことを示唆する。以上よ
り、地域戦略としては製造機能の選択的集中と営業機能の広域分散が共存する構造が
明確となった。 

 
 
以下各社の詳細を記載する。 
■ UMWの地域・対象国戦略 

マレーシアの国産Tier1企業で、ロールスロイス向けエンジンファンケース等を製
造。政府・大学と連携し、技術者育成や高度加工技術の開発に注力。国内外の航空
会社や防衛機関と提携し、マレーシア初のエンジン系ローカルTier1としての地位
を確立。マレーシアに製造拠点を集中させ、タイ・ベトナム・インドネシアには拠
点を持たない。 
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  各種情報を参考に豊田通商作成 

■ Safranの地域・対象国戦略 
Safranはタイやシンガポール、マレーシアを製造拠点、ベトナムやシンガポールをサ
ービス提供拠点として捉えている一方、地域内におけるインドネシアの重要度は相対
的に低い。シンガポールが東南アジア地域におけるサービス提供拠点、ベトナムが民
間向け製品・サービスの主な販売先となっており、ベトナム航空やベトジェットエア
といった同国の主要エアラインと多方面に渡る連携を行っている。 
 

 
各種情報を参考に豊田通商作成 
 

■ Honeywellの地域・対象国戦略 
マレーシアに製造拠点（ペナン・クアラルンプール）を持ち、APUやアビオニクス機
器を製造。タイ・ベトナム・インドネシアには営業・サービス拠点を展開。マレーシ
アでは防衛装備品に関する取引に対応し、工学系大学との連携によるインターンシッ
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プや教育プログラムも実施。東南アジア全域での販売・サービス体制を整備し、地域
展開を強化している。 
 

 
各種情報を参考に豊田通商作成 

 
■ Spiritの地域・対象国戦略 
マレーシア・スバンに製造拠点を構え、BoeingやAirbus向けの機体構造部品を製造。
約800名を雇用し、2024年には設計センターを開設し、24時間体制の設計支援を実
施。AS9100やNadcap等の認証を取得済。2025年にCTRMへ事業譲渡。タイ・ベトナ
ム・インドネシアには拠点を持たず、マレーシアを東南アジアの中核拠点と位置付け
ている。 
 

 
各種情報を参考に豊田通商作成 
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第６章 国別サプライチェーン評価（Task3） 
 
6.1. 「国別サプライチェーン評価」の実施方針 
 
市場調査実施上のアプローチと観点 
本調査では、対象国における航空産業を取り巻く構造的特性の把握と、将来的な潮流
の整理を目的として、外部環境認識と市場概観の二段階からなる分析アプローチを採
用する。まず外部環境認識では、各国の社会・経済動向を含むマクロ環境を俯瞰し、
それが航空産業に及ぼす影響を構造的に整理することで、市場概観を理解するための
前提条件を明確化する。 
 
次に市場概観の整理では、産業規模の推計、機体・エンジン発注量の動向、有償旅客
キロや貨物量といった需要指標の変化、さらに主要プレイヤーの動向や関連ニュース
を踏まえ、産業全体のトレンドを多面的に分析する。 
 
本プロセスにおいては、公開情報、対象国統計、企業開示資料等を基礎データとして
デスクトップ調査を行い、サプライチェーン構造および政府マスタープラン整理に資
する基礎的市場情報の体系的な取りまとめを図るものである。 
 

 
 
外部環境認識の視点 
市場環境を把握するにあたり、本調査では外部環境を構成する主要要素として、経済
状況、人口動態、移動需要、インフラ整備、各種政策の五つを基軸に整理する。まず
経済状況は、GDP、物価動向、労働市場指標などの統計を参照し、航空産業の需要お
よび供給に影響を及ぼすマクロ経済的基盤を評価する要素である。次に人口動態は、
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人口規模の推移や将来予測を通じ、長期的な航空需要構造を規定する社会的基礎条件
として位置づけられる。第三に移動需要は、とりわけ海外からのインバウンド旅客の
規模や変化に注目し、航空需要に対する直接的な影響要因として分析される。さらに
インフラ整備では、空港設備の拡大方針や計画を検討し、物理的供給能力が市場形成
に与える制約と可能性を明らかにする。最後に政府政策は、航空機製造やサービス産
業の育成・強化に向けた政策動向を把握し、制度的枠組みが市場の発展に及ぼす影響
を整理する。本枠組みにより、外部環境の多面的要因を体系的に理解し、市場分析の
基盤となる背景動向を定量・定性の双方から把握することを可能とする。 

 
 
マレーシアおよび対象3か国における外部環境サマリ 
いずれの国も航空機産業成長に向けて追い風となる要素が多く、サプライチェーン拡
充に向けた土壌を有する環境であると認識も、マレーシアは「Malaysia Aviation 
Blueprint 2030」など国家戦略で航空産業高度化が明示されている。インドネシアも同
様に「Indonesia Emas 2045（Golden Indonesia 2045）」にて航空機産業を「優先投資
分野」に分類しているが、全包囲的な国家戦略の中のひとつという位置付けであり、
RPJMN（国家中期開発計画）でマイルストンを設定し目標管理を行っているのみであ
り、現時点でマレーシアのように航空機産業個別の政策は存在しない。 
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また、先述のようにマレーシアはアジア諸国内で航空機部品・エンジン部品の集積度
が高く、地場Tier1だけでなく、欧米系のTier1も多く進出をしている。既存のサプラ
イチェーンは一定の成熟度があるが、Tier2/3の多くが単工程対応であり、モジュール
化・高付加価値化の余地が大きく、日本企業の強みを発揮し得る相手はTier1ではな
く、Tier2/Tier3と想定するため、現地マレーシアにおいて成長支援のニーズがある。 
 
民間航空機製造市場の動向 
対象4か国を含むアジア諸国は民間航空機市場の5%を占め、2024年の市場規模は87億
ドル（1.3兆円）。毎年6%超の成長を記録し、2029年には152億ドル
（



93 

 

.3兆円）を見込む

 
 

豊田通商作成 

 
航空貨物輸送市場の動向 
マレーシア・ベトナム・インドネシアの航空貨物輸市場はCOVID-19以前の水準を回
復、特にマレーシアとベトナムは力強い成長が見込まれている。他方で、タイは市場
規模が大きいものの、未だ回復途上にある。 
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豊田通商作成 

航空旅客輸送市場の動向 
航空旅客数はインドネシアの市場規模が大きい。4か国ともCOVID-19以前の水準を回
復し、成長軌道へ。貨物輸送と同様にタイの回復率はベトナム・インドネシアと比べ
て緩やかである。 

 
 

豊田通商作成 
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■ 対象国における機体・エンジンOEM各社の戦略・動向：マレーシア 
マレーシアにおける航空機産業への主要OEM5社（Airbus、Boeing、GE Aerospace、
Rolls-Royce、Pratt & Whitney）の関与形態は、それぞれの事業領域や戦略に応じて多
様な展開を見せており、同国の航空産業基盤の強化に大きく寄与している。 
 
機体OEMであるAirbusとBoeingは、マレーシアにおいて新規部品製造への関与が顕著
である。Airbusは製造拠点を持たないものの、CTRMやSME Aerospace、UPECAなど
50社以上の現地サプライヤーと連携し、A320やA350などの主要機体向けに複合材部
品や構造部品を供給している。年間約15億リンギット相当の部品を調達し、5,000人以
上の雇用を創出している。また、SubangやSepangにおけるMRO施設や訓練センター
の運営、A400Mや衛星、沿岸監視システムなどの防衛・宇宙分野での政府連携も進め
ている。 
 
Boeingは、Kedah州に東南アジア唯一の自社製造拠点「Boeing Composites Malaysia」
を保有し、737 MAXや787向けの複合材部品を製造。2023年に完全子会社化し、2025
年には20%の人員増強を発表。Malaysia Airlinesとの737 MAX契約を通じて、現地生
産と雇用を拡大している。さらに、Kuala Lumpurに新オフィスを開設し、顧客支援、
安全性、サステナビリティ、サプライチェーン開発を担う体制を整備している。 
 
一方、エンジンOEMは、製造とMROの両面からより深く関与している。GEはSubang
にCFM56エンジンのMRO拠点を持ち、2025年にはLEAPエンジン専用の新施設を
Sepangに建設開始。RM310百万を投資し、2027年の稼働を目指している。年間400基
の整備能力を構築予定で、地元教育機関との連携による人材育成も進めている。 
 
RRはUMW Aerospaceと提携し、Trent 1000/7000エンジン向けのファンケースおよび
リアケースを製造。UMWは全世界で唯一の同エンジンファンケースTier1サプライヤ
ーとして、精密加工から組立までの一貫生産体制を確立している。また、ExecuJet 
MRO Services Malaysiaをビジネスジェット向けエンジンの整備拠点に指定し、MRO
分野でも存在感を示している。 
 
P&Wは製造拠点を持たないものの、Malaysia Airlinesとのエンジン供給契約や、エン
ジンナセル修理の合弁事業を通じて、整備支援体制を構築している。アジア太平洋地
域の整備ネットワークの一部として、マレーシアを支援拠点と位置づけている。 
 
総じて、マレーシアでは「機体OEM＝製造＋サービス」、「エンジンOEM＝製造＋
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MRO」という構図が形成されており、各社の補完的な関与が航空機産業の成長とサプ
ライチェーンの高度化に貢献している。マレーシアは、製造・整備・人材育成の面
で、アジア諸国における航空産業の中核拠点としての地位を確立しつつある。 
 

 
各社インタビューにより豊田通商作成 

 
■ 対象国における機体・エンジンOEM各社の戦略・動向：タイ 
タイにおける航空機産業への関与形態を見ると、機体OEMとエンジンOEMのアプロ
ーチは明確に性質を異にしている。まず機体OEMについては、Airbus や Boeing が
国内に製造拠点を保有していない一方、航空機運航に付随するサービス提供や人材育
成支援、技術トレーニングといった非製造領域を中心に展開している。具体的には、
フライトオペレーションセンターの設置、エアライン向け技術研修、MRO能力向上の
ための協力など、航空エコシステムの運用・管理領域を強化する取り組みが主体とな
っている。このような活動は、製造設備を持たずとも市場影響力を維持しつつ、国内
事業者との関係深化を図る戦略的側面を有する。 
 
一方、エンジンOEMはより直接的にサプライチェーンへ関与しており、GE 
Aerospace や Pratt & Whitney などがスペアパーツ製造の拠点を同国に構えつつ、
MROサービスも提供している。とりわけ GE Elano Asia は金属チューブやダクト等
のエンジン部品製造を担い、地域全体のMRO需要に対応する拠点として位置付けられ
ている。また Rolls-Royce も主要航空会社向けエンジン保守サービスを展開してお
り、サービスと部品供給の両面から市場に関与している。 
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以上より、タイでは“機体OEM＝サービス中心”“エンジンOEM＝製造＋MRO”という
役割分担が形成されており、両者の補完的関与が同国の航空産業の基盤強化に寄与し
ていると評価できる。 

 
 
■ 対象国における機体・エンジンOEM各社の戦略・動向：ベトナム 
ベトナムにおける航空産業の発展動向を俯瞰すると、機体OEMおよびエンジンOEM
はいずれも現地の製造基盤に直接的な投資を行わず、主として連携・サービス型の関
与に留まっている点が特徴的である。機体OEMは自社の製造拠点を保有していないも
のの、市場拡大を見据え、外資系企業や地場企業との協働を通じてサプライチェーン
強化に取り組んでいる。具体的には、技術支援、品質基準の整備、人材育成支援な
ど、サプライチェーン高度化を目的とした非製造領域の取り組みが中心であり、現地
企業をサプライチェーンに組み込むための関係強化施策が積極的に進められている。 
 
一方、エンジンOEMについては、対象国において製造拠点を持たず、活動は主にメン
テナンスサービス（MRO）提供に限定されている。各OEMは技術協力やMROサービ
ス網の拡充を図りつつ、エアラインへの継続的サポートを通じて市場プレゼンスを維
持しているが、部品製造・アセンブリといった製造工程への直接的な参画は見られな
い。このような動向は、現地産業基盤の成熟度、技能集積度、投資合理性等を踏ま
え、OEMが製造能力の現地展開よりも、協働・サービスを通じた市場開拓を優先して
いることを示している。 
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■ 対象国における機体・エンジンOEM各社の戦略・動向：インドネシア 
インドネシア市場における機体OEMおよびエンジンOEM各社の戦略・動向を俯瞰す
ると、拡大が見込まれる航空需要を背景に、各社はサービス提供や関係構築を重視し
た市場アプローチを強めている点で共通している。Airbus は政府・エアラインとの協
働関係強化や産業育成支援を中心に取り組み、Boeing も現地人材育成や政府との覚書
締結を通じたプレゼンス拡大を進めている。また GE Aerospace はMROサービス支
援やスキル開発による産業基盤の強化を試み、Rolls-Royce は主要航空会社向けエン
ジン保守領域で高いシェアを確保しつつ、技術協力を深めている。一方、Pratt & 
Whitney は商用分野での現地展開が限定的であり、同国における直接的な製造投資は
見られない。 
 
総じて、各社の活動はサービス・教育・MRO支援・パートナーシップ強化といった
“ソフト面”に集中しており、製造拠点の開設や部品生産への本格的参入といった“ハー
ド面”の取り組みは限定的である。この傾向は、インドネシア国内の製造基盤が未成熟
であることに加え、OEMが同国を主にサービス提供や市場開拓の拠点として位置付け
ている現状を反映していると考えられる。 
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対象国における日本企業の関与事例 
旭金属工業は豊田通商との合弁でマレーシアにて表面処理事業を運営、またIACは日
本での実績を活かし、機体部品を製造。他国では、三菱重工業や日機装はベトナムで
Airbus/Boeing向けに機体部品を、ミネべアミツミもタイで機体部品等を製造。インド
ネシアにおける日本企業の関与事例は確認されていない。 
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6.2. 主要航空機部品サプライヤーリストおよびプロファイル作成 

 

タスクの作業アプローチ・イメージ 
本調査では、対象国における航空機製造関連企業の実態を精緻に把握するため、機体
OEMによる公式サプライヤーリストおよび企業検索サイトを組み合わせた網羅的な抽
出作業を実施した。 
 
具体的には、まず Airbus の国別サプライヤーリストを活用し、高い網羅性に基づい
て各国で取引実績を持つ企業を抽出した。続いて、Boeing が公開する補用品向けサプ
ライヤーリストも参照し、対象国における供給網の全体像を補完した。これに加え
て、企業検索サイトを通じて航空機製造業に関連し、当該国で活動する企業を幅広く
探索し、公開情報により事業内容や信頼性を確認した上で、調査対象として確定し
た。 
抽出した企業群に対しては、国別の主要製品に紐づくサプライチェーン構成図を作成
し、サプライチェーン各企業の役割や地場企業の成熟度を可視化した。また、主要サ
プライヤーリストとして企業の概要・特徴を整理するとともに、従業員数や主要取引
先などの企業プロファイルを体系的に取りまとめ、分析の基礎データを構築した。こ
れらの一連の作業により、対象国の航空機産業構造を網羅的かつ俯瞰的に把握するた
めの基盤が整備された。 
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■ マレーシア国内で生産される主要製品に関わるサプライチェーン構成MAP 
マレーシアの航空機産業サプライチェーンは、機体・ランディングギア関連の構造品
製造を中心に、海外Tier1企業と地場企業が補完的に配置される多層的構造を呈してい
る。 
 
特に Spirit AeroSystems や Safran Landing Systems などの主要海外企業が、機体構
造部材や脚周辺部品といった高付加価値コンポーネントの製造を担い、同国の製造基
盤の中核を形成している。これら企業は高度な設計・加工技術を持ち込み、マレーシ
アの航空機製造分野における国際的競争力の向上に大きく寄与している。 
 
一方、エンジン分野においては、地場企業 UMW Aerospace が中心的役割を果たして
おり、ファンケース製造をはじめとするエンジン主要部品の供給により、国内サプラ
イチェーンのコア機能を担っている。UMWは国際OEMとのライセンス生産や品質管
理能力の向上を通じて、マレーシアのエンジン製造領域における自立性を高めている
点が特徴である。 
 
このように、マレーシアのサプライチェーンは海外企業による高度部品製造と地場企
業によるエンジン部品供給が相互補完的に作用し、構造品とエンジンの両面で産業基
盤強化が進展している。 
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豊田通商作成 

 
■ タイ国内で生産される主要製品に関わるサプライチェーン構成MAP 
タイの航空機産業におけるサプライチェーン構造は、内装品分野とエンジン関連分野
で特色が異なる多層的な構造を形成している。特に民間機向け内装品領域では、
Safran Cabin Lamphun をはじめ、Aeroworks Asia、Driessen Catering Equipment、
BKF Aerospace など、多数の企業がインテリア部品やギャレー設備、ケータリング機
器等の製造に参画しており、同国がアジア地域における内装品製造の重要拠点となっ
ていることが示唆される。また、NMB-MINEBEA THAI や Senior Aerospace のよう
に、内装と周辺機構部品の双方を供給する企業も集積しており、精密加工・組立技術
を核とした産業集積が形成されている。 
 
他方、エンジン分野では GE Aerospace が中心的役割を果たし、エンジン用金属チュ
ーブやダクトなどの主要部品製造を担っている。これに加え、Senior Aerospace など
一部企業がエンジン部品供給に関与し、タイのエンジン関連サプライチェーンを補完
している。こうした構造は、タイが内装品製造において強固な集積を有しつつ、エン
ジン分野では特定の海外企業を中心とした限定的だが技術的に重要なサプライチェー
ンを形成していることを示している。 
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豊田通商作成 

 
■ ベトナム国内で生産される主要製品に関わるサプライチェーン構成MAP 
ベトナムの航空機産業におけるサプライチェーン構造は、海外企業が優勢な形で形成
されており、特に機体構造・装備品のコンポーネント製造において外国資本の存在感
が大きい。主要プレイヤーとして、MHI Aerospace Vietnam がインボードフラップや
各種扉部品を、Nikkiso Vietnam がカーゴドアやトルクボックス等を、Universal Alloy 
Corporation Vietnam がストリンガーやシートレールなどの主要機体構造部材を供給
し、KP Aero Space や Hanwha Aero Engine Vietnam なども複数工程を担っている。
これらの企業は高度な金属加工技術や精密組立能力を有し、ベトナムの航空機産業の
中核的製造機能を事実上担っている。 
 
一方で、地場企業はTJR Machining やAerospace Engineering Services JSC など一部
が精密加工や内装品・スペアパーツ製造に参入しているものの、その役割は限定的で
あり、機体主要構造の製造工程における存在感は依然として小さい。この構造は、国
内産業基盤の成熟度が十分でないことに起因しており、高付加価値部品の製造能力や
大規模投資を必要とする工程において海外企業に依存する状況が続いている。こうし
た産業構造は、短期的には競争力維持に寄与する一方、長期的には国内企業の成長機
会の限定化という課題も内包している。 
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豊田通商作成 

 
■ インドネシア国内で生産される主要製品に関わるサプライチェーン構成MAP 
インドネシアの航空機産業におけるサプライチェーン（サプライチェーン）は、国外
大手企業と国営企業が頂点に位置し、それを支える形で地場企業が多層的に配置され
る構造を形成している。 
 
とりわけ Collins Aerospace Indonesia および国営企業 PT Dirgantara Indonesia
（PTDI） がサプライチェーンの中核を担い、前者は飛行制御システムや着陸装置な
どの主要コンポーネント製造、後者はリーディングエッジやパイロンなど機体構造部
位の生産を主導している。この枠組みのもと、国外企業は電子部品・センサー・バル
ブ部品といった高精度電子機器領域を中心にサプライチェーンへ参画し、非破壊検査
などの専門技術も提供することで、産業全体の技術水準向上に寄与している。 
一方、地場企業は精密加工、装備品、プラスチック加工、鋳造品製造など、機体構造
や周辺装備品領域で重要な役割を担い、国内サプライチェーンの裾野拡大に寄与して
いる。また、GMF AeroAsia などの国内MRO企業も部品供給や保守領域からサプライ
チェーンを補完している。これらの企業群による役割分担は、インドネシアが機体
OEMのフルアセンブリこそ持たないものの、製造・加工・電子機器の多様な分野が連
携した独自のサプライチェーン構造を形成しつつあることを示している。 
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豊田通商作成 

 
■ 主要サプライヤーリスト：マレーシア 

マレーシアの主要なサプライヤーの多くは電子機器および金属部品の加工に関連し
ている。また、製造以外のMRO、物流など関連産業にも67社ある。 
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出典：各社ウェブサイト、D&Bレポート等 
 

■ マレーシアの主要サプライヤープロファイル  
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■ 主要サプライヤーリスト：タイ 
タイの主要サプライヤー12社のうち、地場企業は3社のみ。地場企業は機体構造・装備
品Tier3/エンジンTier3として素材加工・部品製造、サブアセンブリを担っている。 
 

 
 
■ タイの主要サプライヤープロファイル 
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タイの地場企業は、主に機体構造・装備品（特に内装品）の素材加工・部品製造を担
う。海外企業は電子機器/機体構造・装備品/エンジンのサブアセンブリを担うことが
多い。 
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111 

 

 
 
 
■ 主要サプライヤーリスト：ベトナム 
ベトナムの主要サプライヤー11社のうち、地場企業は4社のみ。地場企業は電子機器
Tier3/機体構造・装備品Tier3として素材加工・部品製造を担っている。 
 

 
 
■ ベトナムの主要サプライヤープロファイル 
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ベトナムの地場企業は、電子機器/機体構造・装備品に関する素材加工・部品製造を担
っている。海外企業は機体構造・装備品/エンジンで幅広い工程をカバーしている 
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■ 主要サプライヤーリスト：インドネシア 
インドネシアの地場企業は、機体構造・装備品の素材加工・部品製造を担っている。
海外企業は電子機器の部品製造・サブアセンブリを担っている。 
 

 
 
■ インドネシアにおける主要サプライヤーリスト 
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インドネシアの地場企業は、機体構造・装備品の素材加工・部品製造を担っている。
海外企業は電子機器の部品製造・サブアセンブリを担っている。 
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6.3. 各国既存マスタープラン分析 
 
各国の主要な航空機産業関連マスタープランサマリ 
対象国4か国（タイ、ベトナム、インドネシア、マレーシア）の航空機産業政策を比較
すると、政策の方向性や実施規模に差異はあるものの、いずれの国においても地場産
業の強化と外資誘致を重要施策として位置付けている点で共通する。タイは
「Thailand 4.0」および関連施策の下で、MROや部品製造の高度化、人材開発、イン
フラ強化を重点領域とし、BOIインセンティブなど外資に対する優遇措置を拡充して
いる。ベトナムでは「Law on Investment」や空港整備マスタープランを通じて海外企
業誘致を推進しつつ、現地サプライチェーン構築に向けた技術移転・投資の促進を図
っている。インドネシアも「Making Indonesia 4.0」および「Indonesia Emas 2045」
に基づき、製造業高度化と航空産業の基盤づくりを進め、パイオニア産業への税制優
遇措置を提供している。マレーシアにおいては航空宇宙産業を国家重点領域と位置付
け、部品製造やMRO拠点形成を支える支援策を展開している。 
以上から、各国は政策の濃淡こそあれ、航空機産業の育成に向けて国内産業の底上げ
と外資との協働を両軸で進めており、地域全体として産業成長に向けた環境整備が進
展しつつあると評価できる。 
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各国 HP 等を参考に豊田通商作成 

 

6.4. 各国の強み分析及び課題の特定 

各国の強み分析 

マレーシア 

マレーシアは、エンジン部品や複合材部品の製造拠点と、成熟した MRO（整備・修
理）産業を兼ね備えた航空産業国であり、アジア諸国第 1 位の航空産業規模を目指す
背政策を有する。輸出額は売上全体の約 3 割にとどまり、製造品の輸出に加えて、国
内向けの設備投資需要やサービス需要も大きいバランス型の市場構造となっている。 

タイ 

タイは、航空機部品の国内生産量の約 9 割を輸出しており、グローバルな航空機部品
サプライチェーンに深く組み込まれている。内装品や各種部品製造に強みを持つほ
か、政府主導で東部経済回廊（EEC）を中心に MRO ハブ化を推進しており、製造・
輸出と整備拠点の両面で国際競争力の強化を図っている。 

ベトナム 

ベトナムは、旅客需要の急増を背景に航空市場が急成長しており、その成長率は東南
アジア地域で最高水準にある。現時点では産業基盤は発展途上にあるものの、将来的
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な需要拡大が見込まれることから、航空分野における将来有望な新興市場として位置
付けられている。 

インドネシア 

インドネシアは、航空機および航空機部品の輸入額が国内生産額を大きく上回ってお
り、自国航空会社の機材調達需要が国内生産能力を凌駕する、航空関連機材の大幅な
ネット輸入国である。一方で、国内市場規模は東南アジア最大であり、国営企業
PTDI を中核として、自前の航空機開発や部品製造の確立を目指している。 

指標 マレーシア  タイ  ベトナム  インドネシア  

輸出額  
出荷額 
比率   

約 30–35% 
製造部品輸出大、国内需
要もある 

約 90% 
完成機・部品の 
大部分が輸出向け  

不明（小規模） 
外資製品・技術への 
依存大 

約 50% 
大半の航空機調達品は輸
入に依存し、恒常的貿易
赤字 

2024 年 
輸出 81.7 億リンギ 
総収入 251 億リンギ 

2022 年 
輸出 約 21.25 億 USD 
生産 23.61 億 USD  

No Data 
2023 年 
輸出 1.12 億 USD 
生産 2.17 億 USD 

主要分野 
）  

エンジン部品・複合材製
造、部品組立 MRO 売上
が約 50% 

部品製造（内装品）MRO
拠点化を推進  

機体エンジン部品加工 
MRO 能力は 
国内需要の 23%規模 

小型航空機製造 
（PTDI による機体組
立） 
 民間機向け MRO サービ
ス 

主要な 
企業・ 
拠点   

UMW Aerospace –  
OEM エンジン部品 
  CTRM 
マレーシア複合材 Malaysia 
Airlines Engineering  
民間機 MRO  

タイ航空産社 (TAI) – MRO 
 Triu マスタープラン h 
Aviation – 内装品製造   
Thai Airways 
旅客機 MRO  

VAECO  MRO  
MHI Aerospace Vietnam – 
部品組立 (翼構造)   
Hanwha Aerospace –  
エンジン部品工場  

PT Dirgantara Indonesia 
(PTDI)  小型航空機製造
GMF AeroAsia 
ガルーダ MRO 拠点   
Lion Group MRO (Batam) – 
民間機 MRO センター  

強み・ 
特徴 

・アジア諸国 1 位の 
市場規模を目指す国策
支援： 
「航空宇宙産業ブルー
プリント 2030」 

・大手 Tier1 
進出企業数 

・内装品分野 
・政府支援「Thailand 
4.0」 

・航空需要急増： 
トップクラスの成長率 
・外資誘致： 
技術移転や投資を促進 
・安価な労働力： 
製造コスト競争力 

・国内市場最大： 
航空需要大 
・国家戦略： 
「Golden Indonesia 
2045」 
・国産機： 
自国設計の旅客機（ター
ボプロップ機 N219）を
製造 

1：4 ヵ国の航空宇宙（航空機関連）産業に関する主要指標と特徴の比較（出典：タイ財務省・米国商務省、マレーシア NAICO 発表、
各国政府発表・報道等より作成）  

注: 上記「産業売上高」は民間航空機向けの機体・部品の製造出荷額に加え、各国の MRO（整備・修理・オーバーホール）やその他付
帯サービス等も含めた広義の航空宇宙産業全体の年間売上高を概算したものです。タイの値はタイ財務省統計「航空機・同部品」部門
の国内生産額、マレーシアは 2024 年見込み値、インドネシアは商務省推計の航空機製造市場規模 5。ベトナムは公式統計が不透明なた
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め推計値です。また、ドル換算は 1 リンギ=0.236 ドル、1 バーツ=0.029 ドル (2024 年初頭時点) で算出。 

 

取組概況を踏まえた対象国航空産業の課題サマリ 
対象国4か国の航空産業に関する政策的取組とサプライチェーンの成熟度を比較する
と、いずれも一定の方向性を有しつつも、実現に向けた課題を抱えている点で共通し
ている。 
 
マレーシアは高付加価値部品製造に向けた支援策が整備されつつあり、海外Tier1企業
の誘致や産業集積の形成が進展しているものの、モジュール生産や工程全体の内製化
には課題が残る。 
 
これに対し、タイはMROや部品製造産業の高度化を中心に、航空分野を高付加価値産
業として育成するための戦略が進められている。しかし、投資規模や人材育成が依然
として十分とはいえず、計画されたMRO能力強化も道半ばにある。 
まず、ベトナムおよびインドネシアは航空産業の基盤整備が進行途上にあり、サプラ
イチェーンの未成熟が依然として主要な制約となっている。両国では海外OEMへの技
術移転要請や国内企業育成の方針が示されているものの、国内におけるTier構造の確
立が不十分であり、サプライチェーン自立化にはさらなる外部支援と産業政策の強化
が求められる。 
 
総じて、各国は航空産業の発展に向け一定の政策・取り組みを進めているが、サプラ
イチェーン成熟度・人材・投資環境などの観点から、いずれも実現への道程は未だ途
上にあると評価される。 
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各自情報を基に豊田通商作成 

 
■ 対象国が見据える航空産業の在り方：マレーシア 
マレーシアの航空産業戦略は、国営企業UMWを中心的プレイヤーとして据えつつ、
海外Tier1企業を適切に配置することで、民間・防衛の両分野における製品およびサー
ビスの内製化・多品種化を推進する点に特徴がある。このアプローチは、国内企業の
技術基盤強化と外資系企業の先進的知見の導入を両立させる構造を形成し、国際競争
力の向上と持続可能なサプライチェーン構築を意図するものである。UMWはエンジ
ン部品・航空部材製造を中心に、既存の生産能力と品質管理体制を活かして国産部品
比率の拡大を図る一方、海外Tier1企業は高精度技術や自動化工程を提供し、産業全体
の高度化に寄与している。政府はこうした産業配置を後押しすべく、航空宇宙産業を
重点分野として位置付け、投資優遇策やインフラ整備を通じて製造基盤の強化を進め
ている。 
特に、民間分野ではMRO・部品製造の機能拡充、防衛分野では国産化と装備近代化を
促進し、両分野での相乗効果によるサプライチェーン強靱化が期待される。以上の取
り組みは、国営企業と海外企業の役割分担を最適化し、国際市場に対する競争力を高
めつつ、現地サプライチェーンの自立的発展を促す戦略的枠組みと位置付けられる。 
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豊田通商作成 

 
■ 対象国が見据える航空産業の在り方：タイ 
タイの航空産業政策は、「Thailand 4.0」および2024年に策定された「Ignite 
Thailand」を基軸として、民間・防衛両分野の高度化を通じた産業競争力の強化を志
向している。 
民間分野では、MROサービスや航空部品製造の機械化・自動化を進め、サービス品質
向上と提供ラインナップの拡大を図ることで、高付加価値産業としての発展が期待さ
れている。また、2030年までに地域航空旅客輸送のハブとしての地位を確立すること
を目標に、MRO人材育成に向けた「Aviation Action Plan」、部品製造・MRO向け投
資を促す「BOI Incentives」、さらにEECにおけるウタパオ空港MROセンター整備な
ど、制度面・インフラ面の支援策が体系的に整備されている。 
 
一方、防衛分野では、東南アジアでも高水準にある防衛費を背景に、航空インフラお
よび空軍能力の近代化が強力に推進されている。機体アップグレード、UAV導入、サ
イバー防衛強化とともに、人材育成・研究開発・現地製造を通じて防衛生産の自立化
を目指す取り組みが展開されている。これらの方針は、先進技術導入と国産能力の底
上げを意図したものであり、タイが将来的に航空・防衛分野双方で国際的地位を高め
るための基盤を形成しているといえる。 
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豊田通商作成 
 
■ 対象国が見据える航空産業の在り方：ベトナム 
ベトナムの航空産業政策は、持続的な経済成長を支える基盤として民間・防衛の双方
における産業機能の高度化を志向している。 
民間分野においては、2045年に高所得国入りを目指す国家方針のもと、生産性・品
質・効率の向上を重視し、航空インフラ拡充と並行して現地サプライチェーンの構築
が重要課題として位置付けられている。政府は海外企業に対して技術移転や現地拠点
開設を積極的に要請しており、2030年には旅客数2.75億人、貨物量410万トン、航空
機数521機に達するという需要拡大を背景に、MROケイパビリティ強化への期待が高
まっている。 
 
一方、防衛分野では、戦闘機の近代化、UAV開発、航空管理システムの高度化、サイ
バー戦対応など、軍事機能の近代化が推進されている。また、防衛品の研究開発およ
び現地生産を通じた自立化を目指し、防衛産業の国産化比率向上を重要な目標に据え
ている。「Law on Investment」による外資誘致政策や空港網拡大を掲げる「Vietnam 
Airport Master Plan」など、制度的支援も進むが、航空機OEMの現地拠点設立は依然
として課題であり、サプライチェーン強化にはさらなる外部技術導入が不可欠であ
る。これらの取り組みは、民間・防衛双方の発展を通じて航空産業の戦略的自律性を
高める方向性を示している。 
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豊田通商作成 
 
■ 対象国が見据える航空産業の在り方：インドネシア 
インドネシアにおける航空産業の発展方針は、国営企業PTDIを中心とした内製化およ
び多品種化の推進を軸としており、民間・防衛の両分野における製品およびサービス
の自立性を高めることで国際競争力の強化と現地サプライチェーンの構築を図る点に
特徴がある。 
 
国家ビジョン「Indonesia Emas 2045」では、多島国特有の地域間接続性の向上を重要
目標として掲げ、航空インフラ整備と航空機製造基盤の強化が経済成長に寄与する領
域として位置付けられている。PTDIは、防衛分野で蓄積したMROの技術と製造ノウ
ハウを基礎に、民間分野におけるスペアパーツ・コンポーネント生産の拡大や民間航
空機向けMROサービスの強化を進め、国内航空産業の自立度向上に寄与している。 
また、「Making Indonesia 4.0」や税制優遇制度など政策面での後押しも進んでおり、
航空主要部品製造や航空宇宙関連産業が投資優先分野として支援されている。一方
で、地場企業を中心とするサプライチェーンは依然発展途上であり、国際競争力の確
立にはさらなる外部支援と技術移転が不可欠である。 
このように、PTDI主導の戦略は国家政策を強く反映しつつ、内製化と高度化を通じた
持続的産業基盤の形成を目指すものである。 
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豊田通商作成 

 
 
6.5. 各国における事業機会の特定 
 
検討の進め方 
本検討では、対象国における航空産業の現状や将来像を把握するため、航空産業の目
指す姿、関連政策および取組の実態、並びにこれらの遂行状況を多角的に整理した。 
その方法論としては、まず民間・防衛の双方を含む航空産業の位置づけや政策的優先
度を、政府公開情報および報道資料に基づき明確化する。 
 
次に、政府や関係機関が策定する政策・計画の概要と実行状況を精査し、航空産業発
展を阻む構造的課題や、施策が十分に効果を発揮していない要因を抽出する。 
さらに、これらの課題を踏まえ、対象国が実現を目指す産業像と現状のギャップを明
確化し、その解消に向け海外企業が果たし得る役割を仮説的に整理する。 
 
具体的には、技術移転、人材育成、工程高度化、サプライチェーン拡充などの領域に
おいて、海外企業への期待が顕在化している可能性が高い。 
以上の分析により、対象国が産業発展を志向する方向性と未達要因を体系的に捉え、
海外企業参画の意義と貢献領域を構造的に検討する。 
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マレーシア、タイ、ベトナム、インドネシアにおける外部環境サマリ 
対象4か国について、経済状況、人口動態、航空需要、インフラ整備、政策動向といっ
た外部環境を比較し、航空機産業の成長可能性を評価している。その分析に基づく
と、いずれの国も航空機産業の発展に向けて追い風となる要素を複数有しており、サ
プライチェーン拡充の基盤が形成されつつある点が共通して確認された。 
 
まず経済成長の観点では、マレーシアは2020～2030年にかけて45％という高いGDP
成長を示し、インドネシアおよびベトナムもいずれも5％前後と堅調な伸長が見込まれ
ている。一方、タイは相対的に成長率が低いものの、依然として東南アジアの製造基
盤としての地位を維持している。人口動態を見ると、インドネシアとベトナムは中長
期にわたり労働人口の厚みを維持すると推計されており、航空需要や産業人材確保の
面で強みを有する。マレーシアやタイは高齢化が進むものの、現在の年齢中央値はい
ずれも30代であり、一定の労働供給力を保持している。 
 
航空需要の面では、いずれの国でも国際旅客数が増加傾向にあり、特にベトナムやイ
ンドネシアではポストコロナ期において急速な回復を示している。こうした需要拡大
は航空機製造・MRO需要の底上げにつながり、産業拡大の下支えとなる。またインフ
ラ整備では、マレーシアやベトナムが空港拡張計画を積極的に進めており、インドネ
シアやタイでも主要空港の改修・拡大が継続している。これらは航空機サプライチェ
ーン構築の前提となる輸送効率と産業集積の向上に寄与する。 
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さらに政策面では、各国が航空宇宙産業の育成を国家戦略に位置付けており、マレー
シアの「Blue Print 2030」、インドネシアの「Golden Indonesia 2045」、ベトナムの
社会経済開発戦略など、いずれも航空産業強化を明確に掲げている。これらの政策的
後押しは外資企業や国内企業の投資を促し、サプライチェーン拡大の土壌を形成しつ
つある。 
総じて、4か国はいずれも経済・人口・需要・インフラ・政策の各側面において航空機
産業の成長を後押しする条件を備えており、サプライチェーン拡充に向けた環境が整
いつつあると評価できる。 

 
豊田通商作成 

 
サプライチェーン充実度と政府方針・意向に見る有望市場 
マレーシア、タイ、ベトナム、インドネシアの4か国の航空機産業におけるサプライチ
ェーン成熟度と、政府が外資参入推進と国内企業育成のいずれに重点を置くかという
二軸に基づき、外資企業にとっての市場魅力度を比較している。この分析枠組みを踏
まえると、外資企業が最も戦略的価値を見いだし得る市場はマレーシアであると結論
付けられる。 
 
第一に、マレーシアはOEMおよびTier1企業が既に拠点を構え、政府関連企業を中心
に一定のサプライチェーン基盤が形成されており、産業が中程度以上の成熟段階にあ
る。さらに、政府は技術移転、共同開発、現地拠点設立などの要請を明確に打ち出
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し、外資を国家産業政策の重要な推進力と位置づけている。この政策的姿勢は、外資
企業の技術的知見や生産能力が国内産業の高度化に直接的に寄与する構造を形成して
おり、両者の利益が整合する点で外資参入の魅力を高めている。 
 
これに対し、ベトナムはサプライチェーン成長余地が大きいものの未成熟領域も多
く、外資への期待は高いものの基盤整備が途上段階にある。 
 
タイはサプライチェーンが一定成熟しているが、新規外資の参入より既存プレイヤー
による高度化が重視される傾向がある。 
 
インドネシアは国内企業主体の発展を志向し、外資誘致の優先度が相対的に低い。こ
れらの比較を踏まえると、サプライチェーン成熟度と外資参入推進姿勢が最も高いレ
ベルで合致しているのはマレーシアである。 
 
以上より、サプライチェーンの成熟度に加え、政府が外資参入促進に明確な力点を置
くという観点を総合すると、外資企業にとって最も有望な市場はマレーシアであると
の評価が妥当である。 

 
  各種情報により豊田通商作成 
 
取組概況を踏まえた対象国航空産業の課題 
アジア各国の航空機産業は、サプライチェーンの成熟度や産業高度化の進展において
大きな差異が認められる。 
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ベトナムおよびインドネシアは、国内企業・航空産業が限定的であり、サプライチェ
ーンの自立化には更なる投資と支援が不可欠である。ベトナムでは、航空需要が急増
しているものの、国内航空部品製造産業は黎明期であり、包括的な航空産業マスター
プランの設定は確認できていない。また、インドネシアでは国営企業のPTDIを中心と
したサプライチェーン構築が進められている最中であり、今後の発展が望まれる。 
 
タイは「Thailand 4.0」の下で航空機部品製造やMRO産業の高度化に注力し、EEC
（東部経済回廊）を航空拠点とする戦略を推進中もMROセンター建設の遅延や専門人
材の不足など実現への課題が残る。 
 
これに対し、マレーシアは大手Tier1企業の進出や地場企業のTier1化により一定の製
造能力を有するものの、Tier2・Tier3レベルでは単工程対応の企業が多く、OEM各社
による具体的な支援プランの実施が進んでいない。今後は単工程対応から脱却し、モ
ジュール生産型サプライチェーンへの成長が求められる。 
 
各国とも高付加価値領域の構築や海外企業との協力体制強化を目指しているが、現状
では課題が多く、持続的な産業発展には一層の政策的支援と投資が必要である。 

 
豊田通商作成 

 
対象国の特徴を踏まえた日本企業の事業機会 
マレーシアにおける日本企業の事業機会は、既存サプライチェーンの強化と高付加価
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値プロセスの成長支援に集約される。 
 
これに対し、ベトナムは生産拠点としての成長性が認められるものの、地場企業の成
熟度が低く、海外企業中心のサプライチェーンが形成されている。 
 
タイは全工程対応の実力を持つ拠点として、地場・海外企業の連携により一定のサプ
ライチェーン基盤を確立している。 
 
インドネシアは有望なMRO拠点として市場ポテンシャルを有するが、機体OEMを含
む海外企業の参入は限定的である。 
 
各国ともにサプライチェーン強化や高付加価値化を目指しているが、マレーシアは政
府主導による地場企業の能力強化と技術移転が積極的に推進されており、日本企業の
技術力とノウハウが現地産業の競争力向上に直結する点で、他国と比較して事業機会
の具体性と実現可能性が高いと結論づけられる。 

 
豊田通商作成 
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第７章 日本との協力体制構築可能性検討（Task4） 
7.1 日本企業の参入可能性が高い工程の特定 

本項目では、3.3.3項で示すサプライチェーン上のミッシングピースを特定し、日本企
業の参入可能性が高い工程の特定のため、以下の図に示す通り国際的な認証基準であ
るNADCAP9で掲げている各監査要素をベースに、OEM（Boeing／Airbus）、マレー
シア政府機関（NAICO）、現地Tier1企業の有識者インタビューを実施した。 
 

 
NADCAP監査項目をベースに豊田通商作成 
 

インタビューの結果、課題として頻出する工程をミッシングピースとして特定した。
なお、このミッシングピースは前述のNADCAP で掲げている各監査要素に則ってい
るためインタビューでは個々の工程としての回答であったが、3.3.3項で示すサプライ
チェーン内の生産工程に沿ったグループ分けを行った。詳細は以下の図に明示する。 
 
 
 
 
 

 
9 航空宇宙・防衛産業における熱処理、表面処理、非破壊検査などの「特殊工程」に対する国際的な認証

制度。米国の PRI（Performance Review Institute）が運営し、Boeing や Airbus 等の OEM が企業に取得
を義務付けている、世界統一基準の品質管理プログラム 
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ミッシングピースとして
特定した工程 

左記の背景・理由（インタビュー結果） 

機 械
加工 

1．特殊機械加工 ・放電加工やレーザ切断等の領域は求められる精度が非常に高く、
繊細な実現するのが特に難しい領域。細かな精度の実現は機械・
装置を扱う人の技能の部分に最終的に依存 

・加工認定プログラムを取得している人材が不足 
・インコネル加工では旧式のファイバーレーザーの利用が目立ち、

生産効率に課題 
・通常の機械加工でも、旋盤加工、板金加工、超精密加工といった

分野に対応できる企業は少ない。 
熱 処
理 

2．熱処理・材料
試験 
 

・金属組織解析技術者の不足、真空炉設備は国内3拠点しか存在せ
ず、処理能力に課題。通常よりも熱処理済部品の試験の生産性が
著しく低い 
（例：シンガポールでは1週間で実施するところ、マレーシアでは
現状約4週間程度要する） 

・基準を満たす試験設備をそろえるための費用が高く、十分な試験
精度を確保できる（各種認証等を取得した）試験施設がマレーシ
ア国内に不足している。 

・試験手法の標準化・品質の一定化のための従業員の教育や訓練が
不十分 

表 面
処理 

3．コーティン
グ・化学処理・表
面強化・非破壊検
査 

・NADCAP認定取得のハードルも高く、国内には5社程度しか存在
せず、サプライチェーンは未成熟 

・化学処理を行うノウハウや知識を持つ技術者の不足 
・クロム関連の環境規制対応や廃棄物処理に係るコストや手間が多

く、整備が不十分 
・表面強化を行う設備、試験設備が国内に不足しておりNADCAP認

証を持つ企業は2社程度と少ない。 
・非破壊検査に関する設備導入や認証取得に多額の投資が必要なた

め、障壁は高い 
各社へのインタビューにより豊田通商作成 
 

これらの工程は、航空機部品製造において連続的に発生することが多く、いずれか一
工程が欠けるだけでも、部品をSub Assy（サブアッシー）あるいはモジュール単位で
受注することが困難になるという特性を有している。 
また、これらの工程は単純な設備投資によって解決可能なものではなく、「勘」や
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「コツ」といった経験に裏打ちされる暗黙知が品質に直結する工程であることから、
設備導入と同時に、工程設計・作業標準・人材育成を一体的に構築する必要がある。 
 
この点において、日本企業は、表面処理・特殊機械加工・熱処理といった分野で長年
の実績を有し、NADCAPの特殊工程認証や、Boeingを中心とした顧客認証を取得・維
持してきた企業が多数存在する。にもかかわらず、現状ではマレーシア企業から直接
受注を受ける機会は限定的であり、日本全体としては潜在的な事業機会を十分に活用
できていない状況にある。 
 
以上を踏まえ、日本企業の参入可能性が高い工程は、単なる機械加工ではなく、「マ
レーシアにおける課題有工程（特殊工程）」およびそれらを束ねる工程統合・品質管
理領域であると整理される。 
 
7.2 日本企業の役割と活用可能性 

日本の航空機産業は、完成機メーカーを有さない一方で、Boeing、Airbusをはじめと
するOEMやエンジンOEMのサプライチェーンの中で、Tier1およびTier2として長年
にわたり高い評価を受けてきた。 
 
本調査におけるOEMへのインタビューでは、日本企業に対して以下のような期待を示
している。 
 
・特殊工程における安定した品質確保能力 
・複雑部品・高付加価値部品に対する工程設計・量産安定化ノウハウ 
・技術そのものに留まらない、品質管理体制（QMS）・人材育成・現場改善文化 
 
これらの期待に応えるために日本企業が担う役割として、6.5項で示した通りマレーシ
アのTier2・Tier3の成長を支援し束ねる「インテグレーター」として機能することが
考えられる。 
 
前項7.1に述べた個別要素の解決に関するミッシングピース補完に加え、上述の日本企
業による現地サプライチェーン強化支援（インテグレーター）とした体裁面の解決法
が、日本企業の活用法として考えられる。 
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豊田通商作成 

 
7.3 マレーシアにおける日本企業参画の方向性 

今回取組みを考えている航空機部品産業においては、機体OEM（Boeing、Airbus）が
極めて大きな影響力を有しており、各国エアラインによる航空機購入に際しては、政
府の関与や交渉が重要な役割を果たす場合が多い。 
 
マレーシアにおいて、最終組立工場は未誘致であるものの、BoeingおよびAirbusの部
品工場やTier1拠点が既に存在し、防衛分野にも部品取引がされてきた実績がある。 
 
そこで、本項では、マレーシア政府が定める民間航空機産業を中心にした政策である
「Malaysia Aerospace Blueprint 2030」の方針や、別途OEM・Tier1と連携して進めて
いると思われる「サプライチェーン現地化・多元化政策」と整合する形で、日本企業
が関与する方向性を以下のSTEPを踏むアプローチで検討をした。 
 
STEP1． 
7.1項で整理したミッシングピースや7.2項で整理したインテグレーターとして機能す
る日本企業（モデル企業）の洗い出し・評価 
STEP2. 
現地企業を支援できる枠組みの構築 
STEP3. 
支援を実施するためのインセンティブ設計 
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この枠組みの中で、日本企業は、設備投資＋人材育成＋品質管理体制構築を一体的に
支援する役割を担い、マレーシア政府が認証取得支援や資金支援を通じてこれを後押
しすることが望まれる。 
 
7.4 STEP1. 日本企業（モデル企業）の洗い出し・評価 

 
前項で述べたSTEP1.における日本企業（モデル企業）の洗い出し・評価について、経
済産業省の協力を得て日本企業のリスト10を作成し、マレーシアにおけるサプライチ
ェーン構築に関する個別面談を実施した。 
 
その結果、多くの日本企業は海外企業との取引構築には積極的であると回答をする一
方で、国内において海外企業との取引を検討したいとする企業が多数を占めており、
海外において航空機部品製造のサプライチェーン構築を検討する企業は少数であっ
た。その少数企業に対し複数回の面談を重ねた結果、海外（特にマレーシア）におけ
るサプライチェーン拡大に興味を持ち、現地サプライチェーンの市場分析、現地企業
の能力確認をするニーズがあるモデル企業を2社（A社およびB社 ）を選定した。 
 
モデル企業① 
企業名 ：A社  
会社概要：1970年代からBoeingのTier1として部品納入 
面談結果：BCPの観点から海外調達分を中心としたダブルソース化を検討。具体的に 

は、中国や台湾からの調達分を他国調達検討。特に、ボトルネック工程で
ある表面処理でAsahi Aero Malaysia SDN BHD11が所在するマレーシアで
サプライチェーン構築を検討する意欲がある。 

 
モデル企業② 
企業名 ：B社 
会社概要：1960年代から自動車・航空機向け金属部品切削加工をTier2として部品納入 
面談結果：A社から経産省への企業紹介にて面談実施。A社に対してBoeing 

向け部品を納品。国内には競合が多く、海外に視野を広げた事業展開を 
検討中。 

 
10 3.3.1.2 で記述している切り口でのリストと同様 

11 2014 年に旭金属工業と豊田通商が設立した航空機部品向け表面処理を合弁企業であり、マレーシアに所在する。 
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以上のA社及びB社は航空機向け部品製造の実績を有しており、特にA社はSub Assy
（サブアッシー）あるいはモジュール単位で製造をしているTier1企業であり、マレー
シアのミッシングピースや現地サプライチェーン構築の課題を側面から支援し、イン
テグレーターとなり得る能力を保有している企業である。 
 
7.5 官民連携による支援体制の構築案 

7.2項で記載した残りのSTEPである、STEP2.現地企業を支援できる枠組みの構築およ
びSTEP3.インセンティブ設計を推進するため、本調査ではマレーシアにおける航空宇
宙産業政府機関である12�へ、提案する。 
 
・サプライチェーン高度化・強靭化に向けた政策支援要請 
・地場マレーシアTier2・Tier3企業への品質・認証取得支援プログラムの共同推進 
・日本企業が介在する「インテグレーター」機能導入の提案 
 
その際、最終的な政策反映先として「Malaysia Aerospace Blueprint 2030」等の国家戦
略を念頭に置きつつも、本調査期間内の当面の現実的ゴールとしては、NAICOと豊田
通商間でNDA締結を設定し、具体的な案件検討に移行することを目指す。また、具体
的な案件検討に際しては、マレーシア政府であるNAICOへの打込みに加え、部品の最
終納入先である機体・エンジンOEMの協力が不可欠である事から、同時並行的に機
体・エンジンOEMの巻き込みも検討する。 
 

7.6 マレーシア政府に向けたサプライチェーン構築支援の方向性 
マレーシア国内のサプライチェーンにおいて、7.1 項で挙がっている表面処理、特殊機
械加工、熱処理等は中国、韓国や欧米のサプライヤー頼りとなっている。この工程は
機械化が限定的であり、「勘」や「コツ」が品質に直結するような領域であり、設備
投資を行えば解決するような類の問題ではなく、設備投資に加えその設備を使う側の
作業員の能力が重要である。この課題がある工程がマレーシア自国にないことは、製
品リードタイムや価格の面で、マレーシアの企業が OEM や大手 Tier1 から更なる受
注を目指す際のマイナス要素となると考える一方、日本企業は表面処理、板金、旋
盤、熱処理等に強みを持つ企業が多く、当然のように NADCAP 等の特殊工程認証や

 
12 MITI 内航空宇宙産業担当機関 Malaysia Aerospace Blueprint2030 主幹 
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Boeing を中心とする顧客認証を保有している企業が多く存在し、その多くの企業は
Tier1 クラスのサプライチェーンの中で活躍をしていることが多い。 
 
このような日本企業は、現時点でマレーシア企業から直接受注を受けていることは稀
であり、日本全体としては本来受ける事のできる仕事の機会損失となっていると言っ
ても過言ではない。このような状況下で、日本の Tier1 クラスの企業が個別に強みを
持つ Tier2 と Tier３を活用することでマレーシアのサプライチェーンの強靭化に関与
する事を考えていきたい。 
 
また、不足工程支援だけでなく、日系企業の技術・品質管理体制を活かした現地サプ
ライチェーン強化策の共同提案についても同じスキーム内で検討も可能だと考える。
Nadcap 認証取得支援、顧客認証取得支援等についても、上述の通り日本企業の強みで
あり、課題のある工程をマレーシア企業が今後取得していくためには避けては通れな
い問題である。顧客認証に関して言えば、日本企業は Boeing を中心とした Tier1 サプ
ライヤーの顧客認証に強く、マレーシア地場 Tier1 企業へ実施した複数の個別インタ
ビューによると今後 Boeing 向け認証取得をしていきたい意向も確認できていることか
ら、補完性は高いと考える。一方で、日本企業は極端に Airbus 向け認証保有企業が少
なく、ノウハウも限定的なため、マレーシア企業の QMS（Quality Management 
System）に関与する事で Airbus 認証取得ノウハウを取得することも想定される。 
 

7.7 日本企業による協業具体案 
 
7.1 項で述べた工程は、航空機部品の製造工程の中では連続した工程であることが多
い。前項の方向性の通り、日系 Tier1 がマレーシアにおいて創出する事業機会に応じ
て地場 Tier2/Tier3 を特定することを考えた場合、モデル企業として 7.4 項で評価し
た以下日本企業を活用した具体的なモデルケースを立案した。 
 
・日系 Tier1：A 社 
・日系 Tier2：B 社 
・地場 Tier2：Asahi Aero Malaysia（以下 AAM） 
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これは、日系 Tier1 が創出する事業機会を起点として、地場 Tier2・Tier3 を選定・育
成し、マレーシアにおけるサプライチェーン強靭化を段階的に進めるモデルである。
今後、このような座組でマレーシアのサプライチェーン強靭化に向けた取り組みを、
NAICO との協力をベースに検討推進をしている。その一歩として、2025 年 12 月に
マレーシアで開催されたエアロマートクアラルンプールの日程および前後日程を活用
し、豊田通商と A 社で現地サプライヤーの現状調査、NAICO との面談を実施した。 

  
 
その結果、A 社としてマレーシアにおいて自社が米国および諸外国から購入している
部品をマレーシアで製造するためこの具体化イメージに沿った枠組みでサプライチェ
ーン構築する意思を再度確認した。そして、パイロットケースとして、地場 Tier2 の
3 社との間で AAM 経由で NDA を締結し、機械加工分野での能力調査を開始してい
る。 
 
7.8 日本企業参画による波及効果（マレーシア・日本双方） 

本モデルが実現した場合、マレーシアおよび日本の双方に以下の裨益が見込まれる。 
マレーシア側の裨益としては、課題工程の補完により国内での一貫生産が可能とな
り、単工程受注から脱却し、モジュール化（Sub Assyを含む部品の塊）工程への次元
上昇が可能となる。これにより、OEMや大手Tier1からのさらなる受注獲得が期待さ
れる。 
 
日本側の裨益としては、従来、欧米企業や競合国が担っていた部品製造機会の一部
を、マレーシアを舞台として再構築することで、日本に所在するTier2・Tier3企業
が、日本国内からの海外営業だけでは獲得が困難であった事業機会を享受できる点が
挙げられる。 
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第８章 マスタープランの提案 
8.1 マスタープランの全体構成と基本方針 
本マスタープランは、「マレーシア航空機産業の高度化」と「日本企業の持続的参
画」を両立させることを基本方針とする。そのため、短期的な誘致施策に留まらず、
中長期的な産業基盤構築を見据えた段階的アプローチを採用する。全体構成として
は、以下の流れで整理される。 
1．現状評価と課題整理 
2．参入モデル・協力モデルの提示 
3．アクションプランとロードマップ 
4．政府・関係機関への提言 

 
8.2 参入促進に向けたアクションプランとロードマップ 
参入促進に向けては、以下の図に示すような STEP 分けが有効と考えられる。 
・STEP1：A 社との協業によるマレーシアサプライチェーン構築 
・STEP2：日本企業へのマレーシアサプライチェーン（STEP1 で構築）展開 
・STEP3：ベトナムやインドネシアへの横展開による収益拡大 
 
以上の通り各 STEP において、日本企業・マレーシア政府・関係機関が果たすべき役
割を明確化することが重要である。 

  
豊田通商作成 
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8.3 マレーシア政府・関係機関への提案内容 

当時事業期間内においてマレーシア政府（NAICO）に対して複数回の面談を通し
NAICO の考える課題ニーズを以下の通り確認した。NAICO としてはマレーシアの航
空機産業推進にあたって、主にマレーシア国内で特殊工程を実施する企業数の不足や
国際認証を取得している企業数の不足、そこに携わる人材の不足を課題として確認し
ている。また同複数回での面談にて、NAICO が日本企業に期待する事項として、
OEM の増産が見込まれる 2027 年の立ち上げを目途として、特殊工程におけるミッシ
ングピースの充足を牽引してほしい、という事を確認した。 
 
 
NAICO の考える主な課題 NAICO コメント 
国内特殊工程認証保有企業の
不足 

特に表面処理、熱処理、非破壊検査に関しては、
NADCAP を保有企業が不足している。また、
2027 年までに全特殊工程の国内整備を実施した
い。 

国際認証取得企業の不足 OEM との取引で必要な国際認証（例 AS910013）
取得企業が少ない。NAICO としては非認証企業の
OEM への推薦は今後回避する。そのうえで、
2027 年までに国際認証取得企業を増加させたい。 

認証取得・品質標準の人材育
成 

NAICO として航空機部品製造関連の人材育成をし
ているが、特殊工程部分は実施企業数が少ないこ
とからも進んでいない。 

 
以上の課題と日本企業への期待を理解した上で、NAICO に対し以下内容の打ち込み
を実施した。 
 
【打込内容要旨】 

 
13 航空宇宙・防衛産業に特化した国際的な品質マネジメントシステム（QMS）規格です。ISO 9001 をベースに「安全

性」「信頼性」「形態管理」などの厳格な業界特有要求を追加しており、サプライチェーン全体での品質確保が目的 
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マレーシアにおけるサプライチェーン構築に向け、日本企業を活用および組み込んだ
計画を具体化する仕組みを協業。マレーシア政府（NAICO）から日本企業と地元企業
の協業にあたって各種支援（認証取得支援、現地サプライヤーとのマッチング）を得
ることで、民間航空機部品における取引実現性の向上を図る。 
 
【協業依頼事項】 
■航空機産業をマレーシアの戦略産業として位置付ける明確なビジョン提示 
■人材育成・品質対応に資するインセンティブ制度設計 
■外資企業と現地企業の協業を促進する環境整備 
 
その結果、マレーシアにおける日本企業のサプライチェーン構築について理解および
賛同を得ており、日本とマレーシアにおける協力覚書 14に則った形で、「協力覚書の
枠組下にある共同ワーキンググループ／ガバナンスモデルの枠組みを利用、新規構築
し A 社の事例をパイロットモデルとし、2027 年を目標にマレーシアでコスト競争力の
あるサプライチェーンを、日本とマレーシアで協業して構築していく。」という事の
合意形成を、NAICO-豊田通商-A 社間で行った。その第一歩として、この 3 者間での
NDA 締結を実施中である。 
 
また、A 社の最終納入先である OEM の Boeing に対しても 2026 年 2 月開催のシンガ
ポールエアショーにおいて、打ち込みを実施した。 
 
その結果、最大のボトルネックである特殊工程（表面処理・化学処理等）を含むマレ
ーシアにおける一貫加工体制を確立し、輸送費低減・リードタイム短縮・品質一貫性
の実現に加えて、Sub Assy とモジュール化部品の集積拠点化、Tier2 以下の統合や JV
化により、Tier1 への大口ワークパッケージ受託能力を創出したいという Boeing のニ
ーズとも合致する事から、NAICO 同様に理解および賛同を得ている。 
 
【打込内容要旨】 
マレーシア市場へ参画検討する日本企業を、Boeing の現地調達担当と繋ぎ、海外展開
に向けた計画を具体化する仕組みを構築。OEM から日本企業の海外展開にあたって

 
14 2022 年「日本国経済産業省とマレーシア政府との間の航空機産業に係る協力に関する覚書」 
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各種支援（認証取得支援、現地サプライヤーとのマッチング）を得ることで、民間航
空機部品における取引実現性の向上を図る。 
 
【協業依頼事項】 
■認証取得・品質基準の明確化 

・日本企業が現地で NADCAP 等の国際認証を取得するための技術支援・情報提供 
■現地サプライヤーとのマッチング支援  

・OEM 現地調達担当による日本企業と現地企業のビジネスマッチング機会の創出 
■現地政府との連携・支援要請  

・設備投資補助金や税制優遇など、現地政府への働きかけ支援 
■サプライチェーン最適化・段階的リスク移転の協力  

・日本、マレーシア両国における部品分担票（案）の策定 
 
その結果、前述の NAICO 同様にマレーシアにおける日本企業のサプライチェーン構
築について理解および賛同を得ており、今後 NAICO と協業していく枠組みで A 社の
パイロットモデルで生産される部品の最終需要者として、上述の協業依頼内容に沿っ
た支援を提供する事の合意形成を行っており、今後はマレーシアにおいてマレーシア
政府（NAICO）、OEM、地元マレーシア企業、日本企業といった座組で、7.6 項に掲
げる協業具体案の推進を加速し、マレーシアおよび日本両国における協業の結果とし
て事業化に繋げたい。 
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第９章 今後の展望と提言 
 

9.1 マレーシア航空機産業の成長シナリオ 
マレーシア航空機産業は、アジア諸国需要拡大とサプライチェーン再編の潮流を背景
に、中長期的な成長余地を有する。本マスタープランが実行されることで、単工程中
心の産業構造から、工程統合型・高付加価値型産業への転換が期待される。 
 

9.2 日本企業の持続的参画に向けた課題と対応策 
一方で、日本企業の持続的参画には、事業採算性の確保、人材確保・定着、政策・制
度の不確実性といった課題が存在する。これらに対しては、官民連携によるリスク分
担、段階的投資、現地パートナーとの役割分担が有効である。 
 

9.3 グローバルサウス諸国への展開可能性と戦略的意義 

本マレーシア向けマスタープランで得られる知見・モデルは、他のグローバルサウス
諸国にも展開可能である。日本企業が主導する「質の高いサプライチェーン構築モデ
ル」は、単なる海外展開を超え、日本の産業競争力強化と国際的プレゼンス向上に資
する戦略的意義を有する。 
 
例えば、タイ事例等を参考に、AI などの技術活用を含めた提案強化や、相手国ニーズ
を引き出す打ち込みプロセスの精緻化が考案できる。 
タイの先進事例 
タイ政府の打ち出す Aerotropolis 構想による産業集積が検討されている。 
【プロジェクト概要】 

対象地域：タイ東部経済回廊（EEC）、ウタパオ国際空港周辺 
目的：空港を中心に産業・都市機能を集積し、アジア諸国の航空・物流ハブにする 
総投資額：約 57 億米ドル（約 8,000 億円）規模。 

【主な開発要素】 
■空港拡張 

ウタパオ空港をタイ第 3 の国際空港に格上げ。 
年間旅客処理能力：最終的に 6,000 万人、 
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貨物処理能力：年間 300 万トン。  
■高速鉄道 
ドンムアン、スワンナプーム、ウタパオの 3 空港を結ぶ高速鉄道整備 
（2029 年開業予定）。  
■航空機整備（MRO）センター 
国際水準の整備・修理・オーバーホール施設を設置し、アジア諸国域内の 
航空機整備需要に対応。（自動化・DX 導入） 
■空港都市（Eastern Airport City） 
自由貿易区（FTZ）、物流パーク、商業施設、ホテル、展示会場、教育機関 
などを含む複合都市。  

 
マレーシアへの応用提案 

既存の Aerotropolis 関連プロジェクトとして、以下 2 つのプロジェクトを確認。 
■KLIA Aeropolis（クアラルンプール国際空港） 

3 つのコアクラスター（物流・航空宇宙・MICE）を軸に、e コマース物流、 
航空機整備、国際会議産業を統合。世界の主要貨物フォワーダーが拠点設済。 

■Selangor Aero Park 
高度 MRO、航空機部品製造、研究開発を集積し、GE Aerospace などグローバ 
ル企業が参入。 

 
かかる状況を踏まえ、先述のタイモデルを踏まえ既存の関連プロジェクトをベースと
したマレーシア展開の可能性として、以下を考察。 

■KLIA Aeropolis を中核に拡張 
タイの EEC モデル同様、空港＋高速鉄道＋スマートシティ機能を統合。 

■MRO 特化ゾーンの強化 
アジア諸国域内の航空機整備需要を取り込み、GE や Rolls-Royce との連携深化。 

■デジタル物流ハブ構築 
e コマース急成長に対応し、AI・IoT を活用したスマート倉庫を整備。 


